
秋田県警察本部



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 公安委員会

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 苦情等の処理に関する事務 （ １枚中 １枚）

県公安委員会に対し、県警察の職員の職務執行に対する苦情の申出があ

個人情報取扱事務の目的 った場合、これを誠実に処理し、結果を文書により通知するもの。

（根拠法令等） （警察法第79条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 公安委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称 警察本部広報広聴課、各警察署

個人情報の対象者の区分 苦情申出者、関係者

個人情報の対象者 苦情申出者、関係者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ・FAX

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公安委員会あて苦情申出書、相談、苦情受理票

されている主な 公安委員会あて苦情処理票

行政文書の名称 苦情処理結果通知（回答）書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 総 務 課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 陳情・請願に関する事務 （ １枚中 １枚）

陳情・請願の受理とその適切な対応を図る （請願法）。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 陳情・請願者

個人情報の対象者 陳情・請願者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 請願書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 総 務 課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 公安委員会の補佐に関する事務 （ １枚中 １枚）

歴代の公安委員の名簿の管理

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 歴代の公安委員

個人情報の対象者 歴代の公安委員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公安委員会名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 総 務 課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成21年３月13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年３月13日

個人情報取扱事務の名称 警察署協議会に関する事務 （ ２枚中 １枚）

秋田県警察署協議会委員の任用等及び協議会の運用に資するため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察署協議会条例、秋田県警察署協議会の運営に関する訓令、

（根拠法令等） 秋田県警察署協議会の設置及び運用等の一部改正について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総務課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 警察署協議会委員候補者、警察署協議会委員

個人情報の対象者 各警察署協議会委員候補者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（役職 ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 警察署協議会委員上申書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 総 務 課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成21年３月13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年３月13日

個人情報取扱事務の名称 警察署協議会に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

秋田県警察署協議会委員の任用等及び協議会の運用に資するため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察署協議会条例、秋田県警察署協議会の運営に関する訓令、

（根拠法令等） 秋田県警察署協議会の設置及び運用等の一部改正について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 総務課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 警察署協議会委員候補者、警察署協議会委員

個人情報の対象者 各警察署協議会委員候補者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（役職 ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 警察署協議会委員名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成18年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 音楽隊の派遣に関する事務 １枚中 １枚

音楽隊の派遣演奏の申（要）請にあたり、主催者等から申請書等の提出

個人情報取扱事務の目的 を求める。

（根拠法令等） （秋田県警察音楽隊に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 広報広聴課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、主催者

個人情報の対象者 申請者、主催者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 音楽隊派遣演奏申（要）請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成18年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警察安全相談等に関する事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 県民等から寄せられる相談・苦情等を受理し適切な対応を図る

（根拠法令等） （警察安全相談及び苦情等の取扱いに関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申出者、関係者

個人情報の対象者 申請者、主催者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （すべて取り扱う可能性あり）

又は３に該当す

るものを除く。)

（ ）６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■ すべて取り扱う可能性あり

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ すべて取り扱う可能性あり

（ ）８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ すべて取り扱う可能性あり

９その他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 ■（苦情内容 ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：行政情報管理システム

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 相談・苦情受理票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成21年 ３月 13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年 ３月 13日

（ ）個人情報取扱事務の名称 情報公開請求に関する事務 ２枚中 １枚

秋田県情報公開条例の規定に基づく行政文書の公開請求の受付、公開決

個人情報取扱事務の目的 定等及び公開の実施等を行う。

（根拠法令等） （秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 行政文書公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 行政文書公開請求者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求の理由又は利用目的）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 ：秋田県電子申請システム媒体･システム名

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：秋田県電子申請システム ）

■ 無（書面による提出の場合もあり）

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成21年 ３月 13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年 ３月 13日

（ ）個人情報取扱事務の名称 情報公開請求に関する事務 ２枚中 ２枚

秋田県情報公開条例の規定に基づく行政文書の公開請求の受付、公開決

個人情報取扱事務の目的 定等及び公開の実施等を行う。

（根拠法令等） （秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 行政文書公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：秋田県電子申請システム

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：秋田県電子申請システム ）

■ 無（書面による提出の場合もあり）

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成21年 ３月 13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年 ３月 13日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等に関する事務 ２枚中 １枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示（訂正、利用停

個人情報取扱事務の目的 止）請求等の受付、開示(訂正、利用停止)決定等及びその開示の実施等を

（根拠法令等） 行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 個人情報開示(訂正、利用停止)請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 個人情報開示(訂正、利用停止)請求者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求の理由又は利用目的）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示（訂正、利用停止）請求書

されている主な 開示（訂正、利用停止）するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 組 織 の 名 称 広報広聴課

登録年月日 平成21年 ３月 13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年 ３月 13日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求に関する事務 ２枚中 ２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示（訂正、利用停

個人情報取扱事務の目的 止）請求等の受付、開示(訂正、利用停止)決定等及びその開示の実施等を

（根拠法令等） 行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 個人情報開示（訂正、利用停止）請求者、第三情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の設立許可及び指導監督に関する事務 （２枚中１枚）

公益法人の設立等に伴う手続及び当該法人の指導監督に資するもの

個人情報取扱事務の目的 （民法、所得税法施行令、法人税法施行令、犯罪被害者等早期援助団体に

（根拠法令等） 関する規則、知事の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称 公益法人を所管する課

個人情報の対象者の区分 役員・職員、社員

個人情報の対象者 役員・職員、社員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 役員名簿、職員名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益法人の設立許可及び指導監督に関する事務 （２枚中２枚）

公益法人の設立等に伴う手続及び当該法人の指導監督に資するもの

個人情報取扱事務の目的 （民法、所得税法施行令、法人税法施行令、犯罪被害者等早期援助団体に

（根拠法令等） 関する規則、知事の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称 公益法人を所管する課

個人情報の対象者の区分 役員・職員、社員

個人情報の対象者 役員・職員、社員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 社員名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警察証明に関する事務 （１枚中１枚）

警察署における証明事務の適正かつ合理的な取扱を図るもの

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察証明事務取扱要綱の制定について（例規通達 ））

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 証明願の願出人

個人情報の対象者 証明願の願出人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 証明願

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 被害者支援に関する事務 （３枚中１枚）

犯罪被害者の視点に立った支援活動を推進するとともに、被害者支援を

個人情報取扱事務の目的 行う関係機関、団体等と連携し被害の早期軽減に資する。

（根拠法令等） （秋田県警察被害者支援カウンセラー運用要綱（例規 、被害者支援員制）

度実施要綱（例規 、犯罪被害者の診断書料等の公費負担要領（例規 ）） ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課、高速道路交通警察隊、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被害者、遺族等、被害者支援連絡協議会会員、大学生ボランティア

個人情報の対象者 被害者、遺族等

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （健康状態）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（被害概要）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・同意書、被害者等情報提供書

されている主な ・被害者支援カウンセラー派遣要請書、相談受理報告書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 被害者支援に関する事務 （３枚中２枚）

犯罪被害者の視点に立った支援活動を推進するとともに、被害者支援を

個人情報取扱事務の目的 行う関係機関、団体等と連携し被害の早期軽減に資する。

秋田県警察被害者支援カウンセラー運用要綱（例規 、被害者支援員制度実施要（根拠法令等） （ ）

）綱（例規 、犯罪被害者の診断書料等の公費負担要領（例規）等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被害者、遺族等、被害者支援連絡協議会会員、大学生ボランティア

個人情報の対象者 被害者支援連絡協議会会員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・秋田県被害者支援連絡協議会組織一覧表

されている主な ・地区被害者支援連絡協議会会員名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２３年 ３月２８日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２３年６月１５日

個人情報取扱事務の名称 被害者支援に関する事務 （３枚中３枚）

犯罪被害者の視点に立った支援活動を推進するとともに、被害者支援を

個人情報取扱事務の目的 行う関係機関、団体等と連携し被害の早期軽減に資する。

（根拠法令等） （犯罪被害者支援大学生ボランティア運用要綱（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被害者、遺族等、被害者支援連絡協議会会員、大学生ボランティア

個人情報の対象者 大学生ボランティア

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・大学生ボランティア申込書

されている主な ・大学生ボランティア登録書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２０年７月１日

個人情報取扱事務の名称 犯罪被害者等給付金裁定に関する事務 （３枚中１枚）

犯罪被害者の視点に立った支援活動を推進するとともに、被害者支援を

個人情報取扱事務の目的 行う関係機関、団体等と連携し被害等の早期軽減に資する。

（根拠法令等） （犯罪被害者等給付金の支給による犯罪被害者等の支援に関する法律、

同施行令、同規則、犯罪被害者等給付金裁定事務取扱要綱（県例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 犯罪被害給付金支給裁定申請者、被害者、加害者

個人情報の対象者 犯罪被害給付金支給裁定申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ）■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・ 遺族・重傷病・障害給付金支給裁定申請書

されている主な ・ 犯罪被害者等給付金支給裁定通知書

行政文書の名称 ・ 処理簿



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２０年７月１日

個人情報取扱事務の名称 犯罪被害者等給付金裁定に関する事務 （３枚中２枚）

犯罪被害者の視点に立った支援活動を推進するとともに、被害者支援を

個人情報取扱事務の目的 行う関係機関、団体等と連携し被害等の早期軽減に資する。

（根拠法令等） （犯罪被害者等給付金の支給による犯罪被害者等の支援に関する法律、

同施行令、同規則、犯罪被害者等給付金裁定事務取扱要綱（県例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 犯罪被害給付金支給裁定申請者、被害者、加害者

個人情報の対象者 被害者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 加害者との続柄

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（媒体･システム名：犯罪被害給付事務処理システム）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：犯罪被害給付事務処理システム

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・ 遺族・重傷病・障害給付金支給裁定申請書

されている主な ・ 申請に係る遺族・重傷病・障害給付金支給裁定検討票

行政文書の名称 ・ 検討調書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 組 織 の 名 称 警務課

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２０年７月１日

個人情報取扱事務の名称 犯罪被害者等給付金裁定に関する事務 （３枚中３枚）

被害者、遺族に対し犯罪被害者等給付金を支給し、及び犯罪発生後速や

個人情報取扱事務の目的 かに援助するための措置を講ずることにより、犯罪被害等の早期の軽減に

（根拠法令等） 資する。

（犯罪被害者等給付金の支給による犯罪被害者等の支援に関する法律、

同施行令、同規則、犯罪被害者等給付金裁定事務取扱要綱（県例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 犯罪被害給付金支給裁定申請者、被害者、加害者

個人情報の対象者 加害者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■ 被害者との続柄

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（媒体･システム名：犯罪被害事務処理システム ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：犯罪被害事務処理システム

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・ 申請に係る遺族・重傷病・障害給付金支給裁定検討票

されている主な ・ 犯罪被害給付関係事項照会書、同回答書

行政文書の名称 ・ 検討調書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２０年６月１３日

個人情報取扱事務の名称 犯罪被害者等早期援助団体の指定等に関する事務（１枚中１枚）

犯罪被害者等早期援助団体を指定し、犯罪被害等の早期の軽減に資する

個人情報取扱事務の目的 ため。

（根拠法令等） （犯罪被害者等早期援助団体に関する規則（国家公安委員会規則 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指定団体の役員、職員、犯罪被害者相談員

個人情報の対象者 指定団体の役員、職員、犯罪被害者相談員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 第１号 法令等 国家公安委員会規則

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・ 犯罪被害者等早期援助団体指定申請書

されている主な ・ 役員名簿、援助事業従事者名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警察職員選考採用に関する事務 （１枚中１枚）

警察職員の選考採用、任用等に資するもの

個人情報取扱事務の目的 （秋田県人事委員会規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申込者

個人情報の対象者 受験申込者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（地方公務員法）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、４号、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験申込書

されている主な 自己紹介書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 令和 ２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 非常勤職員・臨時職員の任用に関する事務 （ １枚中 １枚）

任用するにあたり、選考を行う必要があるため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察一般職非常勤職員任用等取扱要綱（例規 ））

（根拠法令等） （秋田県警察特別職非常勤職員任用等取扱要綱（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（地方公務員法）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ 志望動機 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 履歴書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 文書の収発に関する事務 （１枚中１枚）

行政文書の文書管理等を適切に行うため、文書の収発を明らかにしてお

個人情報取扱事務の目的 くもの

（根拠法令等） （秋田県文書管理規程（訓令 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 文書発出者の氏名及び宛先の氏名

個人情報の対象者 文書発出者の氏名及び宛先の氏名

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 証明願

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 警務課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 協力援助者の災害給付に関する事務（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 警察官の職務に協力援助した者に対する災害給付等適切な対応を図る

（根拠法令等） （警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警務課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 災害給付金受給者

個人情報の対象者 災害給付金受給者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ）） ■ 本籍・国籍 ■

個 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそれ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の のある個人情報 □ 犯罪の予防等第２号

記 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ れ

目 たこと（犯罪歴を除く。） □ 少年保護事件の手続が行われたこと

５心身の状況(２ ■ （健康状態）

又は３に該当する

ものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

協力援助災害給付関係個人情報が記録

さ れ て い る 主 な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 留置管理課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２１年 ３月１３日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 令和 ２年 ３月 ２３日

個人情報取扱事務の名称 留置管理に関する事務（２枚中１枚）

適正かつ安全な留置管理業務を図るため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察留置に関する訓令、秋田県警察護送に関する訓令、被留置

（根拠法令等） 者の留置に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 留置管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 被留置者

個人情報の対象者 被留置者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（言語）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 ■ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ ■ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（領事関係に第１号

の れのある個人情 関するウィーン条約）

記 報 ■ 犯罪の予防等第２号

録 □ 審査会意見第３号

項 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

目 報 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと ■ 刑事事件の手続が行わ

れたこと（犯罪歴を除く ） ■ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （健康状態）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４，７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：警察情報管理ｼｽﾃﾑ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 被留置者名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 留置管理課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２１年 ３月１３日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 令和 ２年 ３月 ２３日

個人情報取扱事務の名称 留置管理に関する事務（２枚中２枚）

適正かつ安全な留置管理業務を図るため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察留置に関する訓令、秋田県警察護送に関する訓令、被留置

（根拠法令等） 者の留置に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 留置管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 被留置者、被留置者に対する差入れ又は信書の発信者及び面会者

個人情報の対象者 被留置者、被留置者に対する差入れ又は信書の発信者及び面会者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（言語）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（被留置者との関係）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 被留置者金品出納簿、被留置者面会簿、被留置者信書発受簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 留置管理課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 21年 ３月 13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 30年 12月 21日

個人情報取扱事務の名称 留置施設視察委員会に関する事務（１枚中１枚）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第21条～第24条

個人情報取扱事務の目的 秋田県留置施設視察委員会条例第37号

（根拠法令等） 秋田県警察留置施設視察委員会の任命及び解任の手続きに関する規定

（秋田県公安委員会規定第３号）

秋田県留置施設視察委員会に関する事務処理要綱

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 留置管理課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 留置施設視察委員会委員の被推薦者、留置施設視察委員会委員

個人情報の対象者 留置施設視察委員会委員の被推薦者、留置施設視察委員会委員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 留置施設視察委員会委員推薦書、留置施設視察委員会名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 訴訟に伴う弁護人委託等に関する契約事務（ ２枚中 １枚）

弁護士を訴訟代理人とする委託契約を行い、県警察に係る訴訟等に適切

個人情報取扱事務の目的 に対応するもの。

（根拠法令等） （民事訴訟法、地方自治法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監察課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訴訟代理人、訴訟相手方

個人情報の対象者 訴訟代理人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：訴訟代理人として委託契約した事案に係るもの ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 訴訟委託契約書、訴訟等委任状

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 訴訟に伴う弁護人委託等に関する契約事務（ ２枚中 ２枚）

弁護士を訴訟代理人とする委託契約を行い、県警察に係る訴訟等に適切

個人情報取扱事務の目的 に対応するもの。

（根拠法令等） （民事訴訟法、地方自治法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監察課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訴訟代理人、訴訟相手方

個人情報の対象者 訴訟相手方

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

（すべて取り扱う可能性あり）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■ 左の個人情報収集の根拠（すべて取り扱う可能性あり）

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等 民事訴訟法第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 ■ □ 審査会意見（すべて取り扱う可能性あり） 第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（すべて取り扱う可能性あり）■

（すべて取り扱う可能性あり）５心身の状況(２ ■

又は３に該当す

るものを除く。)

（すべて取り扱う可能性あり）６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（すべて取り扱う可能性あり）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■

（すべて取り扱う可能性あり）８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■

（すべて取り扱う可能性あり）９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（すべて取り扱う可能性あり）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 訴状

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 不服申立てに関する事務 （ ２枚中 １枚）

行政不服審査法に基づく警察行政事務等に関する不服申立てがあった場

個人情報取扱事務の目的 合、適切に受理、処理を行うもの。

（根拠法令等） （行政不服審査法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、審査請求に関する関係人、代理人

個人情報の対象者 審査請求人、審査請求に関する関係者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （行政不服審査法）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求書、審査請求受理簿、反論書、裁決書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 不服申立てに関する事務 （ ２枚中 ２枚）

行政不服審査法に基づく警察行政事務等に関する不服申立てがあった場

個人情報取扱事務の目的 合、適切に受理、処理を行うもの。

（根拠法令等） （行政不服審査法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、審査請求に関する関係人、代理人

個人情報の対象者 代理人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求書、審査請求受理簿、反論書、裁決書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 栄典に関する事務 （ ３枚中 １枚）

国家・公共の発展のために貢献した人々を顕彰する。

個人情報取扱事務の目的 （日本国憲法勲章制定の件（太政官布告 、位階令（勅令 、褒章条例）） ）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 栄典受章者、栄典候補者、栄典受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 栄典受章者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ 褒 章 条 例 ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（破産の有無）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第４号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書（功績調書、履歴書、戸籍抄本、刑罰等調書）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 栄典に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

国家・公共の発展のために貢献した人々を顕彰する。

個人情報取扱事務の目的 （日本国憲法勲章制定の件（太政官布告 、位階令（勅令 、褒章条例）） ）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 栄典受章者、栄典候補者、栄典受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 栄典候補者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受章候補者調査表

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 栄典に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

国家・公共の発展のために貢献した人々を顕彰する。

個人情報取扱事務の目的 （日本国憲法勲章制定の件（太政官布告 、位階令（勅令 、褒章条例）） ）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 栄典受章者、栄典候補者、栄典受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 栄典受章者の所属団体役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書（履歴書等）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警察部外功労者表彰に関する事務 （ ３枚中 １枚）

警察に対して功労があると認められる警察部外の者に対する表彰。

個人情報取扱事務の目的 （警察表彰規則、東北管区警察局の表彰に関する訓令、秋田県警察の表彰

（根拠法令等） に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受章者、候補者、受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 受章者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第４号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書（上申書、功績調書、履歴書、戸籍抄本）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警察部外功労者表彰に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

警察に対して功労があると認められる警察部外の者に対する表彰。

個人情報取扱事務の目的 （警察表彰規則、東北管区警察局の表彰に関する訓令、秋田県警察の表彰

（根拠法令等） に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受章者、候補者、受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 候補者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 監察課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18 年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警察部外功労者表彰に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

警察に対して功労があると認められる警察部外の者に対する表彰。

個人情報取扱事務の目的 （警察表彰規則、東北管区警察局の表彰に関する訓令、秋田県警察の表彰

（根拠法令等） に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受章者、候補者、受賞者の所属団体役員

個人情報の対象者 受章者の所属団体役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

第１号 （ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 推薦書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 教 養 課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 部外講師に関する事務 （１枚中１枚）

警察部外の専門家等の指導のもと、警察職員の士気、気力、体力の錬成

個人情報取扱事務の目的 及び術科技能の向上を図るとともに、社会人としての教養を身につけさせ

（根拠法令等） るもの （秋田県警察の術科訓練に関する訓令）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 教養課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 部外講師

個人情報の対象者 部外講師

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ 術科段位 ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 術科（柔道・剣道）講師委嘱承認伺い

されている主な 部外講師の委嘱書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録に関する事務 （ ２枚中 １枚）

財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、全て

個人情報取扱事務の目的 事前に登録しておく必要があるため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債権者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ ）取引金融機関・預金種別・口座番号

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：財務会計ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 債権債務者登録確認票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、全て

個人情報取扱事務の目的 事前に登録しておく必要があるため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債務者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ ）取引金融機関・預金種別・口座番号

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：財務会計ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 債権債務者登録確認票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 国費会計に関する事務 （ ３枚中 １枚）

予算決算及び会計令第１４０条及び国の債権の管理等に関する法律施行

個人情報取扱事務の目的 令第６条の規定に基づき知事が同意した国費会計事務を執行するため

（根拠法令等） （予算決算及び会計令、国の債権の管理等に関する法律施行令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者、交通反則者納金納付者

個人情報の対象者 債権者

１基本的事項 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍■ ）

個 住所 □ 年齢・生年月日 電話番号 □ 性別 □（ ）■ ■

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 （ ）■ 取引金融機関・預金種別・口座番号

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

本人 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）■ ■

他の実施機関■

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） 無■

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の 文書･図画･写真 電磁的記録（媒体･システム名： ）■ ■ 官庁会計データ通信システム

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

無■

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 無■

個人情報が記録

されている主な 債主登録入力確認票、債務者登録（変更）票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 国費会計に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

予算決算及び会計令第１４０条及び国の債権の管理等に関する法律施行

個人情報取扱事務の目的 令第６条の規定に基づき知事が同意した国費会計事務を執行するため

（根拠法令等） （予算決算及び会計令、国の債権の管理等に関する法律施行令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者、交通反則者納金納付者

個人情報の対象者 債務者

１基本的事項 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍■ ）

個 住所 □ 年齢・生年月日 電話番号 □ 性別 □（ ）■ ■

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）■

７社会生活 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰■

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 （債務額）■ ■

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）■

他の実施機関■

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） 無■

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）■

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

無■

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 無■

個人情報が記録

されている主な 履行延期特約等決議書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 国費会計に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

予算決算及び会計令第１４０条及び国の債権の管理等に関する法律施行

個人情報取扱事務の目的 令第６条の規定に基づき知事が同意した国費会計事務を執行するため

（根拠法令等） （予算決算及び会計令、国の債権の管理等に関する法律施行令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者、交通反則者納金納付者

個人情報の対象者 交通反則者納金納付者

１基本的事項 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍■ ）

個 住所 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）■ ■

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

（ ）８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 納付金額■

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）■

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

法人その他の団体 □ 個人 □（ ）■

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） 無■

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）■

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

無■

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 無■

個人情報が記録

されている主な 領収済通知書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 普通財産貸付管理に関する事務 （ １枚中 １枚）

普通財産の貸付のため（地方自治法）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 契約者

個人情報の対象者 契約者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公有財産管理ｼｽﾃﾑ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公有財産管理システム ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 普通財産貸付

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県有財産管理に関する事務 （ １枚中 １枚）

行政財産の目的外使用許可のため（地方自治法）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申込者

個人情報の対象者 申込者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公有財産管理ｼｽﾃﾑ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公有財産管理システム ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 行政財産目的外使用許可

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公有財産管理に関する事務 （ １枚中 １枚）

公有財産管理（取得、処分、異動、境界確認等）を適正に行うため

個人情報取扱事務の目的 （地方自治法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 財産売渡者、同売払者、土地借受者、寄付申込者、境界確認申請者

個人情報の対象者 財産売渡者、同売払者、土地借受者、寄付申込者、境界確認申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公有財産管理ｼｽﾃﾑ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公有財産管理システム ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 公有財産台帳

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 ■全所属共通 □署共通 □固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 寄附受入に関する事務 （ １枚中 １枚）

秋田県財務規則第３５５条に基づき寄贈物品受入事務を執行するため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県財務規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 全所属

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 寄贈申込者、寄贈者

個人情報の対象者 寄贈申込者、寄贈者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所（※寄贈申込者のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 寄附申込書、寄附受納書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 設計監理委託に関する事務 （ １枚中 １枚）

警察施設を整備するための設計監理委託に関する手続を行うもの

個人情報取扱事務の目的 （設計及び工事監理業務委託基準）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設計監理受託関係者

個人情報の対象者 設計監理受託関係者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 管理技術者通知書、再委託等承認申請書、設計業務計画書、

されている主な 工事監理業務計画書、技術提案書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 営繕工事に関する事務 （ ２枚中 １枚）

警察施設の整備に伴う工事監理に資するもの

個人情報取扱事務の目的 （工事監理実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 工事監理関係者、試験実施者・測定者

個人情報の対象者 工事監理関係者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 施工計画書、施工体制台帳、業者選定報告書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 営繕工事に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

警察施設の整備に伴う工事監理に資するもの

個人情報取扱事務の目的 （工事監理実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 工事監理関係者、試験実施者・測定者

個人情報の対象者 試験実施者・測定者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 試験報告書、品質証明書、性能証明書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入札に関する事務 （ ４枚中 １枚）

秋田県が発注する工事及び委託の競争入札に係る入札参加資格審査、入

個人情報取扱事務の目的 札参加資格確認、入札への参加等における各種手続等を行うもの。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

入札参加資格審査申請者、入札参加資格確認申請者、配置予定技術者、設計図書等閲覧（貸出）申請者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 入札参加資格審査申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入札参加資格審査申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入札に関する事務 （ ４枚中 ２枚）

秋田県が発注する工事及び委託の競争入札に係る入札参加資格審査、入

個人情報取扱事務の目的 札参加資格確認、入札への参加等における各種手続等を行うもの。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

入札参加資格審査申請者、入札参加資格確認申請者、配置予定技術者、設計図書等閲覧（貸出）申請者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 入札参加資格確認申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入札参加資格審査申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入札に関する事務 （ ４枚中 ３枚）

秋田県が発注する工事及び委託の競争入札に係る入札参加資格審査、入

個人情報取扱事務の目的 札参加資格確認、入札への参加等における各種手続等を行うもの。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

入札参加資格審査申請者、入札参加資格確認申請者、配置予定技術者、設計図書等閲覧（貸出）申請者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 配置予定技術者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入札参加資格審査申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入札に関する事務 （ ４枚中 ４枚）

秋田県が発注する工事及び委託の競争入札に係る入札参加資格審査、入

個人情報取扱事務の目的 札参加資格確認、入札への参加等における各種手続等を行うもの。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

入札参加資格審査申請者、入札参加資格確認申請者、配置予定技術者、設計図書等閲覧（貸出）申請者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 設計図書等閲覧（貸出）申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 設計図書等閲覧（貸出）申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 契約締結、履行に関する事務（契約書） （ ２枚中 １枚）

警察本部が発注する工事契約及び委託契約の履行状況の把握と法令等の

個人情報取扱事務の目的 遵守を図る。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 契約者、現場代理人及び主任（監理）技術者

個人情報の対象者 契約者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 工事契約書、委託契約書、工事着工届、工事完成届、更迭届

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 契約締結、履行に関する事務（契約書） （ ２枚中 ２枚）

警察本部が発注する工事契約及び委託契約の履行状況の把握と法令等の

個人情報取扱事務の目的 遵守を図る。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 契約者、現場代理人及び主任（監理）技術者

個人情報の対象者 現場代理人及び主任（監理）技術者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 現場代理及び主任技術者選任届

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 遺失拾得に関する事務 （ １枚中 １枚）

遺失物法に基づき差し出された拾得物の返還や届出に係る遺失物の発見

個人情報取扱事務の目的 等に資する

（根拠法令等） （遺失物法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者、遺失者

個人情報の対象者 届出者、遺失者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（拾得（遺失）状況 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：遺失物管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 拾得物件控書、遺失届出書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建設工事に伴う工損調査に関する事務 （ ２枚中 １枚）

建設工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る

個人情報取扱事務の目的 事務処理を行うもの。

（根拠法令等） （工損調査等共通仕様書）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

調査区域内に存する土地、建物等の所有者及び所有権以外の権利を有する者、調査実施者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 調査区域内に存する土地、建物等の所有者及び所有権以外の権利を有する者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 登記簿謄本

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 建設工事に伴う工損調査に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

建設工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る

個人情報取扱事務の目的 事務処理を行うもの。

（根拠法令等） （工損調査等共通仕様書）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称

調査区域内に存する土地、建物等の所有者及び所有権以外の権利を有する者、調査実施者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 調査実施者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 身分証明書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 会計課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２８年 １月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２８年 １月 １日

個人情報取扱事務の名称 支払調書作成事務 （ １枚中 １枚）

税務署長に提出する報酬・料金等の支払調書に支払を受ける者のマイナ

個人情報取扱事務の目的 ンバーを記載するため

（根拠法令等） （所得税法第２２５条、国税通則法第１２４条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 会計課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 報酬・料金等の支払を受ける者

個人情報の対象者 報酬・料金等の支払を受ける者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（■ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 支払調書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 厚生課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 殉職警察職員慰霊祭に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 殉職警察職員慰霊祭の運営に資するため

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 厚生課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 遺族

個人情報の対象者 遺族

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 遺族名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 厚生課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業医の選任に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 労働安全衛生法に基づく産業医を選任するため

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 厚生課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 産業医

個人情報の対象者 遺族

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 産業医委嘱上申書、産業医選任報告書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 自転車防犯登録に関する事務 （ １枚中 １枚）

自転車の盗難防止及び盗品自転車の回復に資する。

個人情報取扱事務の目的 （自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的促進に関す

（根拠法令等） る法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 登録者

個人情報の対象者 登録者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県自転車防犯登録票入力データ

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保護に関する事務 （ １枚中 １枚）

警察官職務執行法等に基づく応急の救護を要するものを発見した場合に

個人情報取扱事務の目的 措置を行うもの

（根拠法令等） （警察官職務執行法第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 被保護者

個人情報の対象者 登録者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ 健康状態 （全て取り扱う可能性あり）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 保護カード

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 青色回転灯に関する事務 （ ２枚中 １枚）

自主防犯パトロール活動に使用する青色回転灯を装備する場合の申請手

個人情報取扱事務の目的 続きに対応するもの。

（根拠法令等） （自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備する場合の

取扱いについて（警察庁と国土交通省との締結 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請団体の代表者、パトロール実施者

個人情報の対象者 申請団体の代表者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 証明申請書、再交付申請書、証明書記載事項変更申請書、パトロール実施者変

されている主な 更申請書、返納届、デモンストレーション等運行実施申請書、青色回転灯申請

行政文書の名称 書受領・証明書発行簿、青色回転灯パトロール実施者証発行簿、青色回転灯証

明取消通知書発行簿



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 青色回転灯に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

自主防犯パトロール活動に使用する青色回転灯を装備する場合の申請手

個人情報取扱事務の目的 続きに対応するもの。

（根拠法令等） （自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備する場合の

取扱いについて（警察庁と国土交通省との締結 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請団体の代表者、パトロール実施者

個人情報の対象者 パトロール実施者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 証明申請書、再交付申請書、パトロール実施者変更申請書、青色回転灯パトロ

されている主な ール実施者証発行簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 防犯功労者、防犯功労団体等表彰の選考及び上申に関する事務（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 自主防犯ボランティア活動の活性化を図るため

（根拠法令等） （防犯功労者表彰及び防犯功労団体表彰取扱要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 被表彰者

個人情報の対象者 登録者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 防犯功労者表彰候補者調査書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警備業の認定等に関する事務 ２枚中 １枚

警備業の認定及び届出並びに変更等の管理のため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

申請者、法人役員、警備員指導教育責任者、機械警備業務管理者、届出者、立会人個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 申請者、法人役員、警備員指導教育責任者、機械警備業務管理者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号 警備業法第３条

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （ 薬物等中毒の有無 ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第６号及び第７条該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

認定・認定更新申請書、認定証再交付、書換え申請書、法第11条第１項変更届出書、警備業廃止届出書、都道府県個人情報が記録

内廃止届出書、服装届出書、護身用具届出書、服装・護身用具変更届出書、認定警備業者台帳。警備業申請等受理番されている主な

号簿、機械警備業務開始届出書、機械警備業務変更届出書、機械警備業者台帳行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警備業の認定等に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

警備業の認定及び届出並びに変更等の管理のため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

申請者、法人役員、警備員指導教育責任者、機械警備業務管理者、届出者、立会人個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 届出者、立会人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

営業所設置等届出書、変更届出書、都道府県内廃止届出書、服装届出書、護身用具届出書、服装・護身用具変更届出個人情報が記録

書、届出警備業台帳、警備業申請等受理番号簿、立入検査表、生活安全企画課一般（警備業立入結果 、機械警備業務されている主な ）

開始届出書、機械警備業務変更届出書、機械警備業台帳行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警備員指導教育責任者講習等に関する事務（ １枚中 １枚）

警備員指導教育責任者講習及び機械警備業務管理者講習の実施及び講習

個人情報取扱事務の目的 修了証明書の交付並びに修了者の管理を行うもの

（根拠法令等） （警備業法、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等

に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

受講者、修了者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 受講者、修了者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（写真 ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

警備員指導教育責任者講習・機械警備業務管理者講習受講申込書、警備員指個人情報が記録

導教育責任者講習・機械警備業務管理者講習修了証明書交付申請書、警備員指されている主な

導教育責任者関係行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 資格者証の交付等に関する事務 １枚中 １枚

警備員指導教育責任者資格者証及び機械警備業務管理者資格者証の交付

個人情報取扱事務の目的 並びに変更等の管理のため

（根拠法令等） （警備業法、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習

等に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

申請者、届出者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 申請者、届出者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （ 薬物等中毒の有無 ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第６号及び第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

警備員指導教育責任者・機械警備業務管理者資格者証交付申請書、警備員指導教育責任者個人情報が記録

・機械警備業務管理者資格者証書換え申請書、警備員指導教育責任者・機械警備業務管理者されている主な

資格者証交付再申請書交付申請書、資格者証交付台帳、警備業申請等受理番号簿行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 警備員等の検定等に関する事務 （ １枚中 １枚）

警備員等の検定の実施及び成績証明書の交付等のため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法、警備員等の検定等に関する規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

検定申請書、合格者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 検定申請者、合格者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（ 写真 ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

検定申請書、成績証明書書換え申請書、成績証明書再交付申請書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 合格証明書の交付等に関する事務 １枚中 １枚

検定の合格者に対する合格証明書の交付及び変更等の管理のため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法、警備員等の検定等に関する規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

申請者、法人役員、警備員指導教育責任者、機械警備業務管理者、届出者、立会人個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 申請者、法人役員、警備員指導教育責任者、機械警備業務管理者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（ 写真 ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （ 薬物等中毒の有無 ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第６号及び第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

、 、 、個人情報が記録 合格証明書交付申請書 合格証明書書換え申請書 合格証明書再交付申請書

合格証明書交付台帳、警備業申請等受理番号簿されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警備業関係の報告に関する事務 １枚中 １枚

警備業者（員）の法令等遵守状況を把握し、必要な措置をとるため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法の運用等について（例規）平成１８年）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

被表彰者、行為者、警備業者、所在不明に係る警備員個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 被表彰者、行為者、警備業者、所在不明に係る警備員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 ■（法令違反） □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号、第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

警備業者による犯罪の報告、警備員による犯罪の報告、警備業者又は警備員個人情報が記録

、 、 、されている主な に対する表彰の報告 制服等の盗難事件の発生報告 警備業表彰・犯罪関係綴

警備員制服等所在不明事案関係綴行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警備業協会との連名表彰に関する事務 １枚中 １枚

警備業を通じて公共の利益に貢献した団体個人を一般社団法人秋田県警

個人情報取扱事務の目的 備業協会と警察本部長の連名表彰に係る候補団体・個人の上申・選考を行

（根拠法令等） うもの

（秋田県警察の表彰に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

一般社団法人秋田県警備業協会推薦に係る同協会役職員、会員、講師個人情報の対象者の区分

秋田県警備業協会推薦に係る同協会役職員、会員、講師個人情報の対象者 一般社団法人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第４号及び第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

表彰上申（推薦）書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警備業法に規定する医師の指定に関する事務 １枚中 １枚

警備業法第５１条に規定する医師を指定するため

個人情報取扱事務の目的 （警備業法、警備業法施行規則（公安委員会規則 ））

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

指定された医師個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 指定された医師

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

秋田県公安委員会告示第４２号個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 災害支援協定に基づく警備員訓練に関する事務 １枚中 １枚

大規模災害時における交通誘導業務等に関する協定に基づき行われる警

個人情報取扱事務の目的 備訓練の参加警備員等を把握するため

（根拠法令等） （大規模災害時における交通誘導業務等に関する協定）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

警備訓練参加に係る警備員個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 警備訓練参加に係る警備員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

出動人員名簿、参加警備員名簿個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 質屋営業の許可に関する事務 １枚中 １枚

質屋営業の許可及び営業に関する変更事項等の管理等のため

個人情報取扱事務の目的 （質屋営業法第２条、第４条、第２４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

許可申請者、法人役員、法定代理人、管理者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 許可申請者、法人役員、法定代理人、管理者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第４号、第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

質屋許可申請書、質屋営業所移転許可申請書、管理者新設（変更）許可申請書、質屋許可証記載事項書換申請書、個人情報が記録

質屋許可証再交付申請書、質屋廃業届、質屋休業届、質屋営業内容変更届、質物保管設備の変更届、質屋死亡（解散）されている主な

届、質屋許可証亡失・盗難届、質屋営業台帳、生活安全企画課一般（立入結果）行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 古物営業の許可等に関する事務 １枚中 １枚

古物商等の営業の許可及び変更事項等の管理等のため

個人情報取扱事務の目的 （古物営業法第５条、第７条、第２２条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

許可申請者、法人役員、法定代理人、管理者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 許可申請者、法人役員、法定代理人、管理者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第４号、第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

古物商・古物市場主許可申請書、再交付申請書、変更届出・書換申請書、変個人情報が記録

更届出書、返納理由書、競り売り届出書、経由警察署長変更届出書、古物商等されている主な

許可営業台帳、立入検査表、生活安全企画課一般（古物立入結果）行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 古物競りあっせん業者の届出に関する事務 １枚中 １枚

古物競りあっせん業者の営業の管理等のため

個人情報取扱事務の目的 （古物営業法第１０条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

届出者、法人役員個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 届出者、法人役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

古物競りあっせん業者営業開始届出書、廃止届出書、変更届出書個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 古物競りあっせん業者に係る認定事務 １枚中 １枚

古物競りあっせん業者の業務の実施方法に関する認定及び管理等のため

個人情報取扱事務の目的 （古物営業法第２１条の５、第２１条の６）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

認定申請書、法人役員個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 認定申請書及び法人役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 第１号 法令等 古物営業法施行規則

■ 第２号 犯罪の予防等の れのある個人情

□ 第３号 審査会意見記 報

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（ＵＲＬ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号、第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

古物競りあっせん業者認定申請書、業務実施方法変更届出書、古物競りあっ個人情報が記録

せん業者認定申請書、廃止届出書、変更届出書されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 行政処分に関する事務 （ １枚中 １枚）

警備業法、質屋営業法、古物営業法及び探偵業の業務の適正化に関する法律に係る行政

処分の実施及び当該処分の履歴を管理するため個人情報取扱事務の目的

（警備業法、質屋営業法、古物営業法、探偵業の業務の適正化に関する法律、警備業法施（根拠法令等）

行手続きに関する訓令、古物営業の許可等の事務手続に関する訓令、質屋営業法及び同法

施行規則執行心得、探偵業の業務の適正化に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

被処分者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 被処分者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

左の個人情報収集の根拠 条例第７条第２項人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ）

■ 第１号 法令等（警備業法、質屋営業法、古情 ３社会的差別の

、 ）報 □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分原因となるおそ 物営業法 探偵業の業務の適正化に関する法律

■ 第２号 犯罪の予防等の れのある個人情

□ 第３号 審査会意見記 報

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第４号、第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

行政処分上申書、行政処分関係個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会に関する事務 １枚中 １枚

秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会を設置、運営し、来日外国人犯罪

個人情報取扱事務の目的 の検挙、抑止等に資するもの

（根拠法令等） （秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会会則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会会員

個人情報の対象者 秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会会員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県来日外国人犯罪対策連絡協議会会則 別表１

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１９年 ６月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１９年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 探偵業の届出に関する事務 （ １枚中 １枚）

探偵業の届出並びに変更等の管理のため

個人情報取扱事務の目的 （探偵業の業務の適正化に関する法律第４条第１項、同条第２項、同法

（根拠法令等） 施行規則第４条第２項、第３項、第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

届出者、法人役員個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 届出者、法人役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

左の個人情報収集の根拠人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ）

条例第７条第２項情 ３社会的差別の

■ 第１号 法令等（探偵業の業務の適正化に関報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分

する法律）の れのある個人情

■ 第２号 犯罪の予防等 □ 第３号 審査会意見記 報

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第６号及び第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

探偵業開始届出書、探偵業廃止届出書、探偵業変更届出書、探偵業届出証明書個人情報が記録

再交付申請書、探偵業届出台帳、探偵業届出証明書番号簿されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１９年 ６月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１９年 ６月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 探偵業関係の報告に関する事務 １枚中 １枚

探偵業者や従業者による法令等遵守状況を把握し、必要な措置をとるた

個人情報取扱事務の目的 め。

（根拠法令等） （探偵業の業務の適正化に関する訓令、平成１９年訓令第１０号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

探偵業者、行為者個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 探偵業者、行為者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

（ ）報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 ■（法令違反） □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、第４号及び第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 探偵業関係法令違反認知報告書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類所持許可に関する事務 （２枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、猟銃、空気銃、刀剣類等の所

個人情報取扱事務の目的 持許可等に係る審査及び管理を適切に実施し、危害防止及び公共の安全を

（根拠法令等） 図る （銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲。

刀剣類所持等取締法施行規則、暴力的不法行為その他の罪に当たる違法な

行為を定める規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者､所持者､同居親族､人命救助等に従事する者､書換・再交付申請

個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称：銃砲照会管理業務）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲（刀剣類）所持許可申請書、譲渡承諾書、猟銃等所持許可更新申請書、経

されている主な 歴書、同居親族書、刀剣類所持理由書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類所持許可に関する事務 （２枚中２枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、猟銃、空気銃、刀剣類等の所

個人情報取扱事務の目的 持許可等に係る審査及び管理を適切に実施し、危害防止及び公共の安全を

（根拠法令等） 図る （銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲。

刀剣類所持等取締法施行規則、暴力的不法行為その他の罪に当たる違法な

行為を定める規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者､所持者､同居親族､人命救助等に従事する者､書換・再交付申請

個人情報の対象者 書換・再交付申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲刀剣類所持許可証書換申請書、銃砲刀剣類所持許可証再交付申請書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）
個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 猟銃等講習に関する事務 （２枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第５条の３等の規定に基づき、猟銃若しくは空気銃の所持許可又は許可の更新を

受ける者を対象に実施する講習であり、法令や必要な知識を習得させ、危害防止及び公共の安全を図るもの。個人情報取扱事務の目的
（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、保管等の取（根拠法令等）

、 、扱いに関する講習を行なわせることができる者を指定する告示 都道府県公安委員会が猟銃及び空気銃の使用

保管等の取扱いに関する講習を行わせることができる者を指定する告示、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続

に関する訓令

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

個人情報の対象者 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号
の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

□ （ ）５心身の状況(２又は３

に該当するものを除く )。

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟銃等講習受講申込書、猟銃等講習申込み及び修了証明書交付台帳、講習修了

されている主な 証明書再交付等申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）
個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 猟銃等講習に関する事務 （２枚中２枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第５条の３等の規定に基づき、猟銃若しくは空気銃の所持許可又は許可の更新を

受ける者を対象に実施する講習であり、法令や必要な知識を習得させ、危害防止及び公共の安全を図るもの。個人情報取扱事務の目的
（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、保管等の取（根拠法令等）

、 、扱いに関する講習を行なわせることができる者を指定する告示 都道府県公安委員会が猟銃及び空気銃の使用

保管等の取扱いに関する講習を行わせることができる者を指定する告示、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続

に関する訓令

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

個人情報の対象者 講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟銃等講習会講師依頼書
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 技能検定に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第５条の４等の規定に基づき、猟銃の所持許可を受けようとする者からの申請に

係る技能検定を適切に実施し、猟銃に係る危害防止及び公共の安全を図る。個人情報取扱事務の目的

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、都道府県公（根拠法令等）

安委員会が猟銃及び空気銃の使用、技能検定及び射撃教習に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続

に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、受検者

個人情報の対象者 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 射撃教習 射撃練習 資格認定に関する事務 １枚中１枚

銃砲刀剣類所持等取締法第９条の５等の規定に基づき、猟銃の所持許可を受けようとする者からの申請に

基づく教習資格又は練習資格の認定等を適切に実施し、猟銃による危害防止及び公共の安全を図る。個人情報取扱事務の目的

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、都道府県公（根拠法令等）

安委員会が猟銃及び空気銃の使用、技能検定及び射撃教習に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続

に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、許可者

個人情報の対象者 申請者、許可者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 教習（練習）資格認定申請書、経歴書、戸籍抄本及び住民票、教習（練習）資
されている主な 格認定証交付台帳
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 射撃場及び射撃指導員の指定等に関する事務 （３枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法に基づき、指定（教習、練習）射撃場の指定申請又は届出に係る設置者・管理者・個人情報取扱事務の目的
構造設備基準等の審査等を適切に実施し、及び射撃（教習射撃、練習射撃）指導員の指定又は選任届等に係る（根拠法令等）
審査等を適切に実施し、これらの管理及び銃砲・火薬類による危害防止を図り、公共の安全を確保するもの。

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、指定射撃場

の指定に関する内閣府令、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 指定（教習、練習）射撃場の設置者及び管理者、従業者、射撃指導員、

射撃指導員の申請者、教習(練習)射撃指導員

個人情報の対象者 指定（教習、練習）射撃場の設置者及び管理者、従業者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

指定射撃場の指定に関する報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等(第１号

の れのある個人情 ､ )内閣府令 銃砲刀剣類所持等取締法
記 報 ■ 犯罪の予防等第２号

録 □ 審査会意見第３号

項 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
目 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）
■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指定（教習、練習）射撃場指定申請書、住民票、履歴書、従業者名簿、射撃場
されている主な （教習射撃場、練習射撃場）指定台帳、教習（練習）射撃指導員選任等届出書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 射撃場及び射撃指導員の指定等に関する事務 （３枚中２枚）

銃砲刀剣類所持等取締法に基づき、指定（教習、練習）射撃場の指定申請又は届出に係る設置者・管理者・個人情報取扱事務の目的
構造設備基準等の審査等を適切に実施し、及び射撃（教習射撃、練習射撃）指導員の指定又は選任届等に係る（根拠法令等）
審査等を適切に実施し、これらの管理及び銃砲・火薬類による危害防止を図り、公共の安全を確保するもの。

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、指定射撃場

の指定に関する内閣府令、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 指定（教習、練習）射撃場の設置者及び管理者、従業者、射撃指導員、

射撃指導員の申請者、教習(練習)射撃指導員

個人情報の対象者 射撃指導員の申請者、射撃指導員

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 射撃指導員指定申請書、射撃指導員指定台帳、推薦書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 射撃場及び射撃指導員の指定等に関する事務 （３枚中３枚）

銃砲刀剣類所持等取締法に基づき、指定（教習、練習）射撃場の指定申請又は届出に係る設置者・管理者個人情報取扱事務の目的
・構造設備基準等の審査等を適切に実施し、及び射撃（教習射撃、練習射撃）指導員の指定又は選任届等に係（根拠法令等）

、 、 。る審査等を適切に実施し これらの管理及び銃砲・火薬類による危害防止を図り 公共の安全を確保するもの

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、指定射撃場

の指定に関する内閣府令、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 指定（教習、練習）射撃場の設置者及び管理者、従業者、射撃指導員、

射撃指導員の申請者、教習(練習)射撃指導員

（※選任届に限る）教習（練習）射撃場の設置者及び管理者、教習（練習）射撃指導員個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、７号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 教習（練習）指導員選任等届出書、教習（練習）射撃指導員名簿）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類製造等届出に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法に基づき、捕鯨用標識銃等の製造・販売事業及び輸出のための刀剣類の製作事業

の届出並びに模造けん銃製造等の届出、模擬銃器製造等の届出及び猟銃等保管業の届出に係る審査を適切に実個人情報取扱事務の目的

施し、これら事業者等の指導監督を行い公共の安全を確保する （銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持（根拠法令等） 。

等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 製造等事業の届出者、使用人

個人情報の対象者 製造等事業の届出者、使用人

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □※模造拳銃製造のみ

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

銃砲刀剣類製造等届出書、銃砲刀剣類製造等台帳、使用人台帳、模造拳銃製造等届出書、模造拳銃製造個人情報が記録

等事業者台帳、使用人名簿、模擬銃器製造等届出書、使用人名簿、模擬銃器製造等事業者名簿、猟銃等されている主な

保管業届出書、猟銃等保管業者名簿行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類に係る行政処分及び一時保管等に関する事務（４枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、違反等に係わる行政処分の実施、提出命令及び仮領置の手続、一個人情報取扱事務の目的
時保管の管理等の実施、保管委託に係るけん銃の管理を適切に実施し、銃砲刀剣類に係る危害防止及び公共の（根拠法令等）
安全を図る。

（ 、 、 、 、銃砲刀剣類所持等取締法 銃砲刀剣類所持等取締法施行令 銃砲刀剣類所持等取締法施行規則 行政手続法

聴聞及弁明の機会の付与に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被聴聞者、被処分者、違反等の被害者、所持者、提出者、申請人、代金

受領者、申出人

個人情報の対象者 被聴聞者、被処分者、違反等の被害者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法
の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （健康状態）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、６、７号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無
個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）
■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲刀剣類所持許可行政処分上申書、聴聞調書、聴聞報告書、陳述書、行政処
されている主な 分決定書、請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類に係る行政処分及び一時保管等に関する事務（４枚中２枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、違反等に係わる行政処分の実施、提出命令及び仮領置の手続、一個人情報取扱事務の目的
時保管の管理等の実施、保管委託に係るけん銃の管理を適切に実施し、銃砲刀剣類に係る危害防止及び公共の（根拠法令等）
安全を図る。

（ 、 、 、 、銃砲刀剣類所持等取締法 銃砲刀剣類所持等取締法施行令 銃砲刀剣類所持等取締法施行規則 行政手続法

聴聞及弁明の機会の付与に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被聴聞者、被処分者、違反等の被害者、所持者、提出者、申請人、代金

受領者、申出人

個人情報の対象者 所持者、提出者、申請人（被返還者 、代金受領者、申出人）

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等( )第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 提出命令書、仮領置書、銃砲刀剣類等仮領置台帳、銃砲刀剣類返還申請書、受

されている主な 領書、銃砲刀剣類等売却等処分台帳

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類に係る行政処分及び一時保管等に関する事務（４枚中３枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、違反等に係わる行政処分の実施、提出命令及び仮領置の手続、一個人情報取扱事務の目的
時保管の管理等の実施、保管委託に係るけん銃の管理を適切に実施し、銃砲刀剣類に係る危害防止及び公共の（根拠法令等）
安全を図る。

（ 、 、 、 、銃砲刀剣類所持等取締法 銃砲刀剣類所持等取締法施行令 銃砲刀剣類所持等取締法施行規則 行政手続法

聴聞及弁明の機会の付与に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被聴聞者、被処分者、違反等の被害者、所持者、提出者、申請人、代金

受領者、申出人

個人情報の対象者 所持者、提出者、受領者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法
の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無
個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲刀剣類等一時保管書、銃砲刀剣類一時保管台帳、受領書、一時保管銃砲刀
されている主な 剣類引継書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類に係る行政処分及び一時保管等に関する事務（４枚中４枚）

銃砲刀剣類所持等取締法の規定に基づき、違反等に係わる行政処分の実施、提出命令及び仮領置の手続、一個人情報取扱事務の目的
時保管の管理等の実施、保管委託に係るけん銃の管理を適切に実施し、銃砲刀剣類に係る危害防止及び公共の（根拠法令等）
安全を図る。

（ 、 、 、 、銃砲刀剣類所持等取締法 銃砲刀剣類所持等取締法施行令 銃砲刀剣類所持等取締法施行規則 行政手続法

聴聞及弁明の機会の付与に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警察学校、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被聴聞者、被処分者、違反等の被害者、所持者、提出者、申請人、代金

受領者、申出人

個人情報の対象者 所持者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等( )第１号 銃砲刀剣類所持等取締法
の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 銃砲委託保管簿
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 銃砲刀剣類の発見届出に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第２３条等の規定に基づき、銃砲刀剣類の発見

個人情報取扱事務の目的 届に伴う審査及び所持 登録 等に関する手続きを適切に実施し 許可 登（ ） 、 （

（根拠法令等） 録）に係る銃砲刀剣類の適正管理に資する。

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類登録規則、銃砲刀剣類所持等取締

法の施行手続に関する訓令、刀剣類発見届取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 発見（届出）者、登録者

個人情報の対象者 発見（届出）者、登録者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 刀剣類発見届出書、刀剣類発見届出済証、銃砲刀剣類登録台帳
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 猟銃用火薬類等譲渡・譲受等に関する事務 （１枚中１枚）

火薬類取締法第50条の２等の規定に基づき、猟銃用火薬類等の譲渡、譲

個人情報取扱事務の目的 受け、消費、輸入の許可申請及び届出等に係わる審査を適切に実施し、公

（根拠法令等） 共の安全を確保する。

（火薬類取締法、火薬類取締法施行令、火薬類取締法施行規則、猟銃用火

薬類等の譲渡・譲受け・輸入及び消費に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（譲渡の場合は、譲渡の相手方 、許可者）

個人情報の対象者 申請者（譲渡の場合は、譲渡の相手方 、許可者）

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟銃用火薬類等譲渡許可申請書､猟銃用火薬類等譲受許可申請書､猟銃用火薬

されている主な 類譲渡譲受許可台帳､猟銃用火薬類等輸入許可申請書､猟銃用火薬類等輸入届､猟

行政文書の名称 銃用火薬類等消費許可申請書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 火薬類の運搬届出に関する事務 （１枚中１枚）

火薬類取締法第19条等の規定に基づき、火薬類運搬届出に伴う審査及び
個人情報取扱事務の目的 指示を適切に実施し、火薬類の運搬に係る災害を防止し、公共の安全を確

（根拠法令等） 保する。
（火薬類取締法、火薬類取締法施行令、火薬類取締法施行規則、火薬類の
運搬に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 火薬類の運搬届出者、荷送人、荷受人、運転者

個人情報の対象者 火薬類の運搬届出者、荷送人、荷受人、運転者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（運搬車両）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類運搬届、運搬計画表、火薬類運搬証明書記載事項変更届、火薬類運搬証

されている主な 明書再交付申請書、火薬類運搬証明書交付台帳、火薬類運搬通知書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱場所への立入及び通報、意見に関する事務（２枚中１枚）

火薬類取締法第52条等の規定に基づき、経済産業大臣又は県知事から通報のあった火薬類取扱個人情報取扱事務の目的
場所の立入検査等の実施及び火薬類の譲渡・譲受け及び消費の許可に係る県知事の意見聴取に対（根拠法令等）
して適切に対応し、火薬類による災害・事故防止等を図る。

（火薬類取締法、火薬類取締法施行令、火薬類取締法施行規則、火薬類取締法に基づき秋田県公

安委員会が行なう事務の運営に関する規程、火薬類取締りに関する規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 火薬類消費者、火薬庫所有者（占有者 、火薬類販売者、火薬類製造者、）

庫外貯蔵所の指示を受けた者、火薬類製造（取扱）保安責任者
申請者、取扱者、製造(販売)者、消費依頼者、従事者、運搬者

個人情報の対象者 火薬類消費者、火薬庫所有者（占有者 、火薬類販売者、火薬類製造者、庫外）
、 （ ） 、貯蔵所の指示を受けた者 火薬類製造 取扱 保安責任者火薬類の運搬届出者

荷送人、荷受人、運手者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無
個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）
■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類の許可等に係る通報書、火薬類消費者台帳、火薬庫台帳、火薬類販売所
されている主な 台帳、火薬類製造所台帳、立入検査実施票
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱場所への立入及び通報、意見に関する事務（２枚中２枚）

火薬類取締法第52条等の規定に基づき、経済産業大臣又は県知事から通報のあった火薬類取扱個人情報取扱事務の目的
場所の立入検査等の実施及び火薬類の譲渡・譲受け及び消費の許可に係る県知事の意見聴取に対（根拠法令等）
して適切に対応し、火薬類による災害・事故防止等を図る。

（火薬類取締法、火薬類取締法施行令、火薬類取締法施行規則、火薬類取締法に基づき秋田県公

安委員会が行なう事務の運営に関する規程、火薬類取締りに関する規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 火薬類消費者、火薬庫所有者（占有者 、火薬類販売者、火薬類製造者、）
庫外貯蔵所の指示を受けた者、火薬類製造（取扱）保安責任者
申請者、取扱者、製造(販売)者、消費依頼者、従事者、運搬者

個人情報の対象者 申請者、取扱者、製造（販売）者、消費依頼者、従事者、運搬者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、４，６号該当）

■ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県知事からの意見聴取書、火薬類取締法第52条第１項による意見の調査につい
されている主な て、火薬類取締法第52条第１項による意見の回答について、許可等に係る通報
行政文書の名称 書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日
個人情報取扱事務の名称 核燃料物質等の運搬届出に関する事務 （４枚中１枚）

核燃料物質等の運搬届出に関する事務の規定に基づく核燃料物質等、放射線同位元素等及び化個人情報取扱事務の目的
学兵器 （特定物質）等の運搬届出に係る審査及び指示等を適切に実施し、核燃料物質等による（根拠法令等）
災害防止を図り、 公共の安全を確保する。

（①核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律）

（②放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律）

（③化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律）

（④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 ①運搬届出者、委託者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

②運搬届出者、委託者、運搬同行責任者、経験者、運転者
③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
④運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

個人情報の対象者 ①運搬届出者、委託者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（積載車両）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録 核燃料物質等運搬届出書、核燃料物質等運搬証明書、核燃料物質等運搬証明書
されている主な 書換え申請書、核燃料物質等運搬証明書再交付申請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 核燃料物質等の運搬届出に関する事務 （４枚中２枚）

核燃料物質等の運搬届出に関する事務の規定に基づく核燃料物質等、放射線同位元素等及び個人情報取扱事務の目的
化学兵器 （特定物質）等の運搬届出に係る審査及び指示等を適切に実施し、核燃料物質等によ（根拠法令等）
る災害防止を図り、 公共の安全を確保する。

（①核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律）

（②放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律）

（③化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律）

（④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 ①運搬届出者、委託者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

②運搬届出者、委託者、運搬同行責任者、経験者、運転者
③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
④運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

個人情報の対象者 ②運搬届出者、委託者、運搬同行責任者、経験者、運転者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（積載車両）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、４，６号該当）
□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 放射性同位元素等運搬届出書、放射性同位元素等運搬指示書
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 核燃料物質等の運搬届出に関する事務 （４枚中３枚）

核燃料物質等の運搬届出に関する事務の規定に基づく核燃料物質等、放射線同位元素等及び化個人情報取扱事務の目的
学兵器 (特定物質)等の運搬届出に係る審査及び指示等を適切に実施し、核燃料物質等による（根拠法令等）
災害防止を図り、 公共の安全を確保する。

（①核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律）

（②放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律）

（③化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律）

（④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 ①運搬届出者、委託者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

②運搬届出者、委託者、運搬同行責任者、経験者、運転者
③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
④運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

個人情報の対象者 ③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（積載車両）
人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、４，６号該当）
■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定物質運搬届出書、特定物質運搬証明書書換え申請書、特定物質運搬証明書
されている主な 再交付申請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）
個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 核燃料物質等の運搬届出に関する事務 （４枚中４枚）

核燃料物質等の運搬届出に関する事務の規定に基づく核燃料物質等、放射線同位元素等及び化個人情報取扱事務の目的
学兵器 (特定物質)等の運搬届出に係る審査及び指示等を適切に実施し、核燃料物質等による（根拠法令等）
災害防止を図り、 公共の安全を確保する。

（①核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律）

（②放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律）

（③化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律）

（④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 ①運搬届出者、委託者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

②運搬届出者、委託者、運搬同行責任者、経験者、運転者
③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
④運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者

個人情報の対象者 ③運搬届出者、運送人、運行責任者、同行者、運転者
１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（積載車両）
人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第２、４，６号該当）
■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 届出対象病原体等運搬届出書 「届出対象病原体等運搬届出書」訂正願い書、、
されている主な 届出対象病原体等運搬証明書書換え申請書、緊急用変更報告書、届出対象病原
行政文書の名称 体等運搬証明書再交付申請書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 危険物関係の通報に関する事務 （１枚中１枚）

消防法第11条及び第11条の４、高圧ガス保安法第74条、液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適 正化に関する法律第87条等の規定に基づく消防危険物、高圧ガス、液化石油ガスに係個人情報取扱事務の目的

る知事の通報等 に関し、適切に対応し、災害等の防止等公共の安全を確保する。（根拠法令等）

（消防法、高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、設置者

個人情報の対象者 申請者、届出者、設置者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、４、６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 消防危険物製造所等の許可等の通報書、高圧ガスの許可等の通報書、液化石油

されている主な ガスの許可等の通報書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 風俗営業の許可に関する事務 （ １枚中 １枚）

善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、少年の健全な育成に障害を及ぼ

、 、個人情報取扱事務の目的 す行為を防止するため 許可申請等について許可の基準等に基づき審査し

（根拠法令等） 風俗営業の健全化に資するもの。

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法

施行規則、同法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（法人の場合は役員）

個人情報の対象者 申請者（法人の場合は役員）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 風俗営業許可申請書、風俗営業台帳
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 風俗営業管理者講習に関する事務 （ １枚中 １枚）

風俗営業者がその営業所ごとに指定した管理者に対して講習を行い、営

個人情報取扱事務の目的 業所における業務の適正化を図るもの。

（根拠法令等） （風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 管理者

個人情報の対象者 管理者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 風俗営業者管理者講習関係

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 性風俗関連特殊営業等の届出等に関する事務 （ １枚中 １枚）

善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、少年の健全な育成に障害を及ぼ

個人情報取扱事務の目的 す行為を防止するため、性風俗関連特殊営業を営もうとする者について届

（根拠法令等） 出させ、営業の健全化を図ることを目的とするもの。

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法

施行規則、同法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（法人の場合は役員）

個人情報の対象者 届出者（法人の場合は役員）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録 店舗型性風俗特殊営業営業開始届出書、無店舗型性風俗特殊営業営業開始届出
されている主な 書、性風俗関連特殊営業台帳
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 深夜における酒類提供飲食店営業の届出等に関する事務（１枚中１枚）

善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、少年の健全な育成に障害を及ぼ

個人情報取扱事務の目的 す行為を防止するため、深夜における酒類提供飲食店営業を営もうとする

（根拠法令等） 者について届出させ、営業の健全化を図ることを目的とするもの （風俗。

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法施行規

則、同法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者（法人の場合は役員）

個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無
個人情報が記録 深夜における酒類提供飲食店営業営業開始届出書、深夜酒類提供飲食店営業台
されている主な 帳
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２７年 ３月 １３日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 特例風俗営業者の認定に関する事務 （ １枚中 １枚）

一定の条件を満たした優良営業者の認定申請に対し、公安委員会が審査

個人情報取扱事務の目的 し、一定の基準を満たした者について優遇措置のある特例風俗営業者とし

（根拠法令等） て認定することを目的とするもの。

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行規則、同

法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２，４，７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認定申請書、特例風俗営業者認定台帳
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 風俗営業等行政処分事務 １枚中 １枚

営業者が、各規定等に違反した場合に適切な行政処分を命ずることを目

個人情報取扱事務の目的 的とするもの。

（根拠法令等） （風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法

施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 営業者

個人情報の対象者 営業者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政処分関係、行政処分上申書、聴聞通知書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 遊技機の認定及び検定並びに製造業者の確認証明に関する事務（1枚中1枚）

製造業者及び風俗営業者が製造等又は設置する遊技機について、公安委

個人情報取扱事務の目的 員会が検定及び認定を実施し、風俗営業の健全化に資するもの。

（根拠法令等） （風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法

施行規則、同法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者（法人の場合は役員）

個人情報の対象者 申請者（法人の場合は役員）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 遊技機検定・認定台帳、認定申請書、検定申請書、確認申請書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２２年６月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 認知機能検査に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第４条の３等の規定に基づき、銃砲刀剣類の所持許可又はその更新

を受けようとする者が75歳以上の場合、その者からの申請に係る認知機能検査を実施して認知個人情報取扱事務の目的
機能の低下を自覚させて注意を促すほか、一定の基準に該当する場合は受診等の命令を行うこと（根拠法令等）
としたものである。

（ 、 、 、銃砲刀剣類所持等取締法 銃砲刀剣類所持等取締法施行令 銃砲刀剣類所持等取締法施行規則

銃砲刀剣類所持等取締法第４条の３第２項及び同法第１２条の３の規定に基づく診断を行う医師

の指定に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称
個人情報の対象者の区分 申請者、受検者

個人情報の対象者 申請者、受検者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）
個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （病歴、障害の程度）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認知機能検査申請書、認知機能検査用紙、採点補助用紙、認知機能検査結果通
されている主な 知書、受診等命令書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２２年６月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 技能講習に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第５条の５等の規定に基づき、現に猟銃を所持している者に対し、原則として３

年に一度、所持している猟銃の種類ごとに公安委員会が行う猟銃の操作及び射撃技能に関する講習の受講を義個人情報取扱事務の目的

務づけ、猟銃の基本的な操作が不十分でなかったり、射撃技能が低下したことに伴う事故防止を図る。（根拠法令等）

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、技能検定、

技能講習及び射撃教習に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、受講者

個人情報の対象者 申請者、受講者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 技能講習受講申込書、技能講習通知書、技能講習管理台帳
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 年少射撃資格講習に関する事務 （２枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第９条の１４等の規定に基づき、年少射撃資格の認定を受けようとする者を対象

に実施する講習であり、法令や必要な知識を習得させ、危害防止及び公共の安全を図るもの。個人情報取扱事務の目的

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、猟銃及び空（根拠法令等）

気銃の取扱いに関する講習会及び年少射撃資格の認定のための講習会の開催に関する事務の一部を行わせるこ

とができる者の指定に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

個人情報の対象者 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

、 、個人情報が記録 年少射撃資格講習受講申込書 年少射撃資格講習申込及び修了証明書交付台帳

されている主な 年少射撃資格講習修了証明書再交付等申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 年少射撃資格講習に関する事務 （２枚中２枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第９条の１４等の規定に基づき、年少射撃資格の認定を受けようとする者を対象

に実施する講習であり、法令や必要な知識を習得させ、危害防止及び公共の安全を図るもの。個人情報取扱事務の目的

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、猟銃及び空（根拠法令等）

気銃の取扱いに関する講習会及び年少射撃資格の認定のための講習会の開催に関する事務の一部を行わせるこ

とができる者の指定に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

個人情報の対象者 講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 年少者射撃資格講習会講師依頼書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年３月１３日

個人情報取扱事務の名称 年少射撃資格認定に関する事務 （１枚中１枚）

銃砲刀剣類所持等取締法第９条の１４等の規定に基づき、年少射撃資格の認定を受けようとする者を対象

に実施する講習であり、法令や必要な知識を習得させ、危害防止及び公共の安全を図るもの。個人情報取扱事務の目的

（銃砲刀剣類所持等取締法、銃砲刀剣類所持等取締法施行令、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則、猟銃及び空（根拠法令等）

気銃の取扱いに関する講習会及び年少射撃資格の認定のための講習会の開催に関する事務の一部を行わせるこ

とができる者の指定に関する規則、銃砲刀剣類所持等取締法の施行手続に関する訓令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 年少射撃資格認定に関する事務 （１枚中１枚）

個人情報の対象者 受講申込者、講習会開催事務の委託を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 年少射撃資格認定申請書、戸籍抄本及び住民票、身分証明書、誓約書、射撃

されている主な 指導員の同意書、年少射撃資格認定証交付台帳、年少射撃資格認定証書換申請

行政文書の名称 書、年少射撃資格認定証再交付申請書、年少射撃資格認定証記載事項変更届等



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２７年 ３月 １３日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 特定遊興飲食店営業の許可に関する事務 （ １枚中 １枚）

善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、少年の健全な育成に障害を及ぼ

、 、個人情報取扱事務の目的 す行為を防止するため 許可申請等について許可の基準等に基づき審査し

（根拠法令等） 特定遊興飲食店営業の健全化に資するもの。

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行令、同法

施行規則、同法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（法人の場合は役員）

個人情報の対象者 申請者（法人の場合は役員）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（顔写真 ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２，４，７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：風俗営業管理業務

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定遊興飲食店営業許可申請書、風俗営業等台帳

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特定遊興飲食店営業者の認定に関する事務 （ １枚中 １枚）

一定の条件を満たした優良営業者の認定申請に対し、公安委員会が審査

個人情報取扱事務の目的 し、一定の基準を満たした者について優遇措置のある特例風俗営業者とし

（根拠法令等） て認定することを目的とするもの。

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行規則、同

法に基づく許可申請書の添付書類等に関する内閣府令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □え 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国）

（ ）個 籍 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２，４，７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：風俗営業等管理業務 ））

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認定申請書、特例特定遊興飲食店営業者認定台帳
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 生活安全企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 特定遊興飲食店営業管理者講習に関する事務 （ １枚中 １枚）

特定遊興飲食店営業者がその営業所ごとに指定した管理者に対して講

個人情報取扱事務の目的 習を行い、営業所における業務の適正化を図るもの。

（根拠法令等） （風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、同法施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 生活安全企画課、各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 管理者

個人情報の対象者 管理者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特定遊興飲食店営業者管理者講習関係

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 地域安全推進員に関する事務 （ １枚中 １枚）

地域安全推進員の委嘱及び同制度の運営により、地域に密着した交番・

個人情報取扱事務の目的 駐在所活動を推進する。

（根拠法令等） （地域安全推進員制度運営要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 地域安全推進員

個人情報の対象者 地域安全推進員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地域安全推進員名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 交番・駐在所連絡協議会に関する事務 １枚中 １枚

協議会を設置し所管区内の住民等の意見・要望等を広く聴取して相互に

個人情報取扱事務の目的 検討、協議することにより、安全で平穏な地域社会の実現を図ろうとする

（根拠法令等） もの。

（交番・駐在所連絡協議会実施要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 交番・駐在所連絡協議会委員

個人情報の対象者 交番・駐在所連絡協議会委員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 安全の会設置報告書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 巡回連絡に関する事務 １枚中 １枚

担当する区域を巡回して家庭、事業所等を訪問し、犯罪の予防、災害事

個人情報取扱事務の目的 故の防止その他住民の安全で平穏な生活を確保するために必要と認められ

（根拠法令等） る指導連絡、住民の困り事、意見、要望等の把握に努める。

（地域警察運営規則（国家公安委員会規則 、）

巡回連絡実施要領の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 巡回連絡の訪問家庭及び訪問事業所の責任者等

個人情報の対象者 巡回連絡の訪問家庭及び訪問事業所の責任者等

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号、４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 連絡カード

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 山岳・水難等の救助 保護に関する事務 １枚中 １枚

山岳、水難等の事故を防止するための諸施策及び諸活動を総合的に推進

個人情報取扱事務の目的 するとともに、事案発生時における人命救助を的確に行おうとするもの。

（根拠法令等） （水難・山岳遭難その他の事故に関する速報の要領について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 遭難者、事故遭遇者

個人情報の対象者 遭難者、事故遭遇者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号、４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・ 水難事故発生報告票

されている主な ・ 山岳遭難発生報告票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 所持金貸与取扱に関する事務 （ １枚中 １枚）

地域警察官等が職務の遂行に関連し、一般市民に対して金銭的負担をし

個人情報取扱事務の目的 た場合、支出した個人の負担を補償し、積極的な活動を促進しようとする

（根拠法令等） もの。

（公衆接遇弁償費取扱要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公衆接遇費の被交付者

個人情報の対象者 公衆接遇費の被交付者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公衆接遇報告書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 地域課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成28年７月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成28年７月１日

個人情報取扱事務の名称 登山計画書届出に関する事務 （ １枚中 １枚）

安全登山の意識付けと遭難等発生時における迅速的確な捜索救助活動に活用する。

（警察本部、県内14警察署及び各市町村のホームページを秋田県の電子申請システム個人情報取扱事務の目的

にリンクさせ、平成27年12月18日からインターネットでの登山届出が可能となった）（根拠法令等）

（根拠法令等なし。秋田県では登山計画書提出を義務化する条例なし ）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 登山者

個人情報の対象者 登山者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号、４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：秋田県電子申請ｼｽﾃﾑ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：秋田県電子申請ｼｽﾃﾑ）

■ 無（書面による提出の場合もあり）

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登山計画書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 少年女性安全課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２０年１２月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２３年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 インターネット異性紹介事業に関する事務 （ １枚中 １枚）

インターネット異性紹介事業の利用に起因する犯罪から児童を保護し、

個人情報取扱事務の目的 もって児童の健全な育成に資することを目的とする。

（根拠法令等） インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に

関する法律第７条（インターネット異性紹介事業の届出）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 少年女性安全課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 インターネット異性紹介事業者

個人情報の対象者 インターネット異性紹介事業者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称： ）

□ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業開始届出書、事業廃止届出書、届出事項変更届出書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 少年女性安全課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 少年警察ボランティアに関する事務 （ １枚中 １枚）

各種少年関係ボランティアが警察と連携し、少年の非行防止と健全育成

個人情報取扱事務の目的 活動に従事するため。

（根拠法令等） (風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第３８条)

(秋田県少年保護育成委員制度運営要領、訓令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 少年女性安全課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 少年関係ボランティア

個人情報の対象者 少年関係ボランティア

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（ ）ボランティア保険取扱業者

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 少年指導委員名簿、少年保護育成委員名簿、大学生少年サポーター名簿、

されている主な 被害少年サポーター名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 少年女性安全課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 性風俗関連特殊営業に関する事務 （ １枚中 １枚）

青少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため、性風俗関連特

個人情報取扱事務の目的 殊営業に係わる役務の青少年による利用を助長し又は誘発する行為を規制

（根拠法令等） する必要がある。

（秋田県性風俗関連特殊営業の青少年による利用の防止に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 少年女性安全課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 利用カード販売業者

個人情報の対象者 利用カード販売業者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 利用カード等販売教示届出台帳、利用カード等販売教示開始届出書、利用カー

されている主な ド等販売教示廃止届出書、利用カード等販売教示届出事項変更届出書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 少年女性安全課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 行方不明者発見活動に関する事務 （ ２枚中 １枚）

行方不明者の届出受理を行い、行方不明者発見活動を適切に実施するた

個人情報取扱事務の目的 め (行方不明者発見活動に関する規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 少年女性安全課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 行方不明者、届出者等

個人情報の対象者 行方不明者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 左の個人情報収集の根拠□思想・信条 □信教 ■（すべて取り扱う可能性有り）

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 ■（すべて取り扱う可能性あり） □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

□ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の 結果 □録 ４要配慮個人情

保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ れたこと（犯罪歴を除項 報

く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと ■（すべて取り扱う可能性あり）目 。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

（すべて取り扱う可能性あり ）６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰 □ 成績・評価

（すべて取り扱う可能性あり）□ 所属団体 □ 趣味 ■

（全て取り扱う可能性あり）８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行方不明者届受理票

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 少年女性安全課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２７年 ３月１３日

個人情報取扱事務の名称 行方不明者発見活動に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

行方不明者届出受理を行い、発見活動に資するもの

個人情報取扱事務の目的 (行方不明者発見活動に関する規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 少年女性安全課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 行方不明者、届出者等

個人情報の対象者 届出者等

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 左の個人情報収集の根拠□思想・信条 □信教 □（ ）

情 ３社会的差別の 条例第 条第 項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 法令等（ ）第 号

の れのある個人情 □（ ） □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

□ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の 結果 □録 ４要配慮個人情

保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ れたこと（犯罪歴を除項 報

く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと □（ ）目 。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

（）６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰 □ 成績・評価

（）□ 所属団体 □ 趣味 □

（）８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行方不明者届受理票

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 サイバー犯罪対策課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成21年３月13日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年３月13日

個人情報取扱事務の名称 秋田県サイバー防犯連絡協議会に関する事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県サイバー防犯連絡協議会会則

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を サイバー犯罪対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 （令和２年３月23日付け 生活環境課から移管）

個人情報の対象者の区分 秋田県サイバー防犯連絡協議会会員及び役員

個人情報の対象者 秋田県サイバー防犯連絡協議会会員及び役員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（法人名）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県サイバー防犯連絡協議会会員及び役員

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 サイバー犯罪対策課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成25年６月11日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成25年６月11日

個人情報取扱事務の名称 秋田県警察大学生サイバーボランティアに関する事務 （１枚中１枚）

（ ）個人情報取扱事務の目的 秋田県警察大学生サイバーボランティア運用要綱の制定について 例規

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を サイバー犯罪対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 （令和２年３月23日付け 生活環境課から移管）

個人情報の対象者の区分 秋田県警察大学生サイバーボランティア登録者

個人情報の対象者 秋田県警察大学生サイバーボランティア登録者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県警察大学生サイバーボランティア申込書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 捜査第一課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成28年４月１日

個人情報取扱事務の名称 警察医・警察歯科医の任用等に関する事務 （１枚中１枚）

警察医・警察歯科医の任用及び嘱託業務の適正かつ円滑な推進を図る

個人情報取扱事務の目的 （秋田県警察医の任用等に関する要綱の制定について（例規 ））

（根拠法令等） （秋田県警察歯科医の任用等に関する要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 捜査第一課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 警察医、警察歯科医

個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 警察医名簿、警察歯科医名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 組織犯罪対策課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 部外通訳人登録に関する事務 （ １枚中 １枚）

県警察の部外通訳人として委嘱し外国人に係る事案の早期解決に資する

個人情報取扱事務の目的 もの

（根拠法令等） （秋田県警察通訳人運用要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 組織犯罪対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 部外通訳人

個人情報の対象者 部外通訳人

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 部外通訳人登録名簿

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 組織犯罪対策課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 暴力団からの不当要求防止責任者講習に関する事務（１枚中 １枚）

暴力団員による不当行為の防止等に関する法律に基づく責任者の選任及

個人情報取扱事務の目的 び責任者講習を実施するもの

（根拠法令等） （暴力団員による不当行為等の防止等に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 組織犯罪対策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 事業者の責任者

個人情報の対象者 部外通訳人

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：暴力団対策法に定める責任者講習の委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 ・責任者選任届

されている主な ・責任者講習受講予定者名簿

行政文書の名称 ・責任者講習受講対象者名簿



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 鑑識課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 令和元年 ５月２４日

個人情報取扱事務の名称 秋田県警察嘱託警察犬運用に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県警察における警察犬の嘱託及び犯罪捜査等における警察犬の効果

。（ （ 、 ））（根拠法令等） 的運用を図る 警察犬運用要綱の制定について 警察庁通達 県警例規

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 鑑識課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 嘱託警察犬所有者・指導手

個人情報の対象者 嘱託警察犬の所有者・指導手

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・犬籍カード

されている主な ・嘱託警察犬審査会出場申込書

行政文書の名称 ・嘱託警察犬名簿、連絡先一覧表



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 鑑識課

組 織 の 名 称

登録年月日 令和 元年 ５月２４日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 令和元年 ５月２４日

個人情報取扱事務の名称 犯罪経歴証明書の発給に関する事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 外国の公的機関から犯罪経歴証明書の提出を求められている者からの申

（根拠法令等） 請に基づき、同証明書の発給を行うもの （犯罪経歴証明書発給要綱につ。

いて、犯罪経歴証明書発給要綱の運用について（警察庁通達 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 鑑識課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 犯罪経歴証明書の発給申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ライブスキャナ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ・犯罪経歴証明書発給申請書

されている主な ・犯罪経歴証明書発給処理簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 安全運転管理者等に関する事務 （ ２枚中 １枚）

安全運転管理者の選任等に関する手続等を行うもの （道路交通法、自。

個人情報取扱事務の目的 動車運転代行業の適正化に関する法律、秋田県道路交通法施行細則（公安

（根拠法令等） 委員会規則)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、安全運転管理者（副安全運転管理者を含む）

個人情報の対象者 申請者（自動車の使用者）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 安全運転管理者に関する届出書(副安全運転管理者を含む)

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 安全運転管理者等に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

安全運転管理者の選任等に関する手続等を行うもの （道路交通法、自。

個人情報取扱事務の目的 動車運転代行業の適正化に関する法律、秋田県道路交通法施行細則（公安

（根拠法令等） 委員会規則)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、安全運転管理者（副安全運転管理者を含む）

個人情報の対象者 安全運転管理者（副安全運転管理者を含む）

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（運転記録証明書）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 安全運転管理者に関する届出書(副安全運転管理者を含む)

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 交通功労者等の表彰に関する事務 （ １枚中 １枚）

交通安全思想の普及と交通安全の確保に貢献した者等を表彰し、その活

個人情報取扱事務の目的 動を称えるもの。 (秋田県警察の表彰に関する訓令）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 被表彰者

個人情報の対象者 被表彰者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 上申書、各表彰被表彰者名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 地域交通安全活動推進委員に関する事務 （ １枚中 １枚）

地域交通安全活動推進委員の委嘱とその活動の促進を図るもの。 (道路

個人情報取扱事務の目的 交通法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 地域交通安全活動推進委員

個人情報の対象者 地域交通安全活動推進委員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 地域交通安全活動推進委員名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 交通事故防止協力隊に関する事務 （ １枚中 １枚）

交通事故防止協力隊の設置（隊員の委嘱）及び活動の推進により、各地

個人情報取扱事務の目的 域の交通の安全と事故防止を図るもの。

（根拠法令等） （交通事故防止協力隊の設置及び運営要綱の一部改正について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署 （事務は廃止、文書を保管しているため登録簿は継続）

個人情報の対象者の区分 交通事故防止協力隊員

個人情報の対象者 交通事故防止協力隊員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 交通事故防止協力隊員名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 自動車運転代行業の認定等に関する事務 １枚中 １枚

自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、もって交通の安全と利

個人情報取扱事務の目的 用者の保護を図るもの。

（根拠法令等） （自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者（法人の役員含む）

個人情報の対象者 申請者（法人の役員含む）

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

(運転代行業法)報 原因となるおそ □ 人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 法令等第１号

の れのある個人情 ■ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号、４号、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 自動車運転代行業認定申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 交通事故の統計に関する事務 （ １枚中 １枚）

県内における交通事故の集約、分析等により、適切な交通警察活動の推

個人情報取扱事務の目的 進を図るもの。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署及び高速道路交通警察隊

個人情報の対象者の区分 交通事故当事者

個人情報の対象者 交通事故当事者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ ■ （健康状態）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 交通事故報告書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成21年３月27日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年４月２日

個人情報取扱事務の名称 高齢者安全・安心アドバイザーに関する事務 （ ２枚中 １枚）

高齢者安全・安心アドバイザーの委嘱とその活動の促進を図るもの。

個人情報取扱事務の目的 （高齢者安全・安心アドバイザー運用要綱の制定について（例規 ））

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 高齢者安全・安心アドバイザー

個人情報の対象者 高齢者安全・安心アドバイザー

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 高齢者安全・安心アドバイザー名簿

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成21年３月27日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成21年４月２日

個人情報取扱事務の名称 高齢者安全・安心アドバイザーに関する事務 （ ２枚中 ２枚）

高齢者安全・安心アドバイザーが、交通安全や防犯指導の必要性が高い

個人情報取扱事務の目的 と認められる高齢者宅を訪問して、交通事故及び犯罪被害の防止活動を行

（根拠法令等） い、高齢者が被害となる事件事故の防止を図るもの。

（高齢者安全・安心アドバイザー運用要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 訪問先の高齢者

個人情報の対象者 訪問先の高齢者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 安全・安心訪問カード

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成28年６月27日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成27年６月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 自転車運転者講習に係る危険行為登録に関する事務 １枚中 １枚

自転車の運転による交通の危険を防止するための、講習の適性かつ効果

個人情報取扱事務の目的 的な処理を図るもの （道路交通法）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通部交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 自転車の運転に関する危険運転者

個人情報の対象者 自転車の運転に関する危険運転者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 （ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 危険行為登録票

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通企画課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成28年６月27日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成28年６月６日

個人情報取扱事務の名称 頻回交通事故惹起高齢者に対する個別交通安全指導に関する事務(１枚中１枚)

、 、警察官が 過去に複数回交通事故を起こした高齢者に対し個々に面接し

個人情報取扱事務の目的 交通安全指導を行うもの。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通企画課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署及び高速道路交通警察隊

個人情報の対象者の区分 過去に複数回交通事故を起こした高齢者

個人情報の対象者 過去に複数回交通事故を起こした高齢者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（面接指導内容等）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 頻回交通事故惹起高齢者面接指導結果

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 交通規制の要望に関する事務 （ １枚中 １枚）

県民の要望を受理し、交通規制の新設、見直し、廃止に関するもの

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （道路交通法、交通規制実施要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 要望者

個人情報の対象者 要望者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通規制関係要望綴

されている主な 信号機の設置等に関する要望綴

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 標識・信号機ＢＯＸに関する事務 （１枚中 １枚）

道路標識等の改善を図るため 道路利用者から意見を受け付ける窓口 標、 「

個人情報取扱事務の目的 識ＢＯＸ」及び「信号機ＢＯＸ」を設置するもの。

（ 、 （ ）、（根拠法令等） 道路交通法 秋田県道路標識等改善対策協議会の設置と道路標識意見箱の設置について 例規

交通信号機に対する意見・要望の窓口（信号機ＢＯＸの開設について（交通部長通知 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 意見要望者

個人情報の対象者 意見要望者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 標識ＢＯＸ意見管理台帳、信号機ＢＯＸ意見管理台帳

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 交通安全施設の設置・管理に関する事務 （１枚中 １枚）

交通信号機等安全施設の破損行為等があった場合の事後処理に資するも

個人情報取扱事務の目的 の

（根拠法令等） （道路交通法、交通規制実施要綱の制定について（例規 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 行為者

個人情報の対象者 行為者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（車両登録番号 ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 交通安全施設等損壊事案発生報告書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緊急通行車両等の事前届出に関する事務 （ １枚中 １枚）

緊急通行車両の事前届出を受け、災害発生時に迅速適切な標章交付手続

個人情報取扱事務の目的 きを行い、関係機関の災害復旧活動等に資するもの。

（根拠法令等） （災害対策基本法、同法施行令、同法施行規則、大規模地震対策措置法

緊急通行車両等の事前届出・確認手続等要領の制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、車両使用者

個人情報の対象者 申請者、車両使用者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ 車両ナンバー

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 緊急通行車両等事前届出書、緊急通行車両等事前届出受理簿(届出済証交付

されている主な 簿 、緊急通行車両等届出書、緊急通行車両等申請確認受理簿）

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 道路使用許可に関する事務 （ ２枚中 １枚）

道路使用許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、道路交通法施行規則、道路使用許可事務の取扱要領につい

（根拠法令等） て(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、現場責任者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：秋田県交通安全協会への道路使用許可関係調査委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 道路使用許可申請書、道路使用許可証再交付申請書、道路使用許可証記載

されている主な 事項変更届、道路使用許可条件変更通知書、道路使用許可の取消停止通知書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日
個人情報取扱事務の名称 道路使用許可に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

道路使用許可申請受理時に行うもの。
個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、道路交通法施行規則、道路使用許可事務の取扱要領につい

（根拠法令等） て(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、現場責任者

個人情報の対象者 現場責任者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無
個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：秋田県交通安全協会への道路使用許可関係調査委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 道路使用許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 通行・駐車禁止除外指定車標章交付に関する事務 （ ３枚中 １枚）

通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、秋田県道路交通法施行規則、秋田県道路交通法施行細則の

（根拠法令等） 一部改正とその運用について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、主たる運転者、使用者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車検査証）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）
個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 通行・駐車禁止除外指定車標章交付に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、秋田県道路交通法施行規則、秋田県道路交通法施行細則の

（根拠法令等） 一部改正とその運用について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署
所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、主たる運転者、使用者

個人情報の対象者 主たる運転者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録
されている主な 通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 通行・駐車禁止除外指定車標章交付に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、秋田県道路交通法施行規則、秋田県道路交通法施行細則の

（根拠法令等） 一部改正とその運用について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、主たる運転者、使用者

個人情報の対象者 使用者
１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録
されている主な 通行・駐車禁止除外指定車標章交付申請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 警察署長駐車許可に関する事務 （ ２枚中 １枚）

駐車許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、秋田県道路交通法施行規則、警察署長駐車許可取扱要領の

（根拠法令等） 制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、運転者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車検査証）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 駐車許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 警察署長駐車許可に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

駐車許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法、秋田県道路交通法施行規則、警察署長駐車許可取扱要領の

（根拠法令等） 制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、運転者

個人情報の対象者 運転者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録
されている主な 駐車許可申請書
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 通行禁止道路通行許可に関する事務 （ １枚中 １枚）

通行禁止規制道路における通行許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第８条、道路交通法施行令第６条、道路交通法施行規則第５

（根拠法令等） 条、秋田県道路交通法施行細則第５条の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、主たる運転者

個人情報の対象者 申請者、主たる運転者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車検査証）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 通行禁止道路通行許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 制限外積載・設備外積載・荷台乗車許可に関する事務 （１枚中１枚）

制限外積載、設備外積載、荷台乗車許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第56条～第58条、道路交通法施行令第22条～第24条 「制、

（根拠法令等） 限外積載許可取扱要領」について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 車両登録番号

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 制限外積載、設備外積載、荷台乗車許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 制限外けん引許可に関する事務 （ １枚中 １枚）

制限外けん引許可申請受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第59条、道路交通法施行規則第８条の５）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 車両登録番号

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 制限外けん引許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 自動車保管場所証明に関する事務 （ ３枚中 １枚）

自動車保管場所の届出・申請受理時及び保管場所を確保していない自動

個人情報取扱事務の目的 車の保有者に対する措置等の際に行うもの。

（自動車の保管場所の確保等に関する法律、自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令、保管場所を確（根拠法令等）

保していない自動車の保有者に対する措置に関する事務処理要領の制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、自動車の保有者、保管場所使用承諾者

個人情報の対象者 申請者、届出者、自動車の保有者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ 車両登録番号

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車の車台番号）

■（自動車の使用本拠位置）■（自動車の保管場所位置）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 国・他の地方公共団体

個人情報の収集先 本人以外 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

の 区 分 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：秋田県交通安全協会への自動車保管場所証明事務

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 自動車保管場所証明申請書、保管場所標章交付申請書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 自動車保管場所証明に関する事務 （ ３枚中 ２枚）

自動車保管場所の届出・申請受理時及び保管場所を確保していない自動

個人情報取扱事務の目的 車の保有者に対する措置等の際に行うもの。

（自動車の保管場所の確保等に関する法律、自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令、保管場所を確（根拠法令等）

保していない自動車の保有者に対する措置に関する事務処理要領の制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者、自動車の保有者、保管場所使用承諾者

個人情報の対象者 保管場所使用承諾者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 国・他の地方公共団体

個人情報の収集先 本人以外 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

の 区 分 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：秋田県交通安全協会への自動車保管場所証明事務）

の 委 託 □ 無
個人情報が記録

されている主な 保管場所使用承諾書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 交通規制課

組 織 の 名 称
登録年月日 平成18年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成18年４月１日

個人情報取扱事務の名称 自動車保管場所証明に関する事務 （ ３枚中 ３枚）

自動車保管場所の届出・申請受理時及び保管場所を確保していない自動

個人情報取扱事務の目的 車の保有者に対する措置等の際に行うもの。

（自動車の保管場所の確保等に関する法律、自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令、保管場所を確（根拠法令等）

保していない自動車の保有者に対する措置に関する事務処理要領の制定について(例規)）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通規制課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 自動車の保有者（保管場所を確保していないおそれのある者）

個人情報の対象者 自動車の保有者（保管場所を確保していないおそれのある者）

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 車両登録番号

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車の車台番号）

■（自動車の使用本拠位置）■（自動車の保管場所位置）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
□ 他の実施機関 □ 国・他の地方公共団体

個人情報の収集先 本人以外 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
の 区 分 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録 通知事案報告書、自動車保管場所確保状況照会書、自動車保管場所確保状況
されている主な 回答書、通知書、自動車運行供用制限事案移送通知書、自動車運行供用制限聴
行政文書の名称 聞通知書、自動車運行供用制限書、自動車運行供用制限処分執行報告書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 □固有 交通規制課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成22年４月19日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成22年４月19日

個人情報取扱事務の名称 高齢運転者等標章に関する事務 （ １枚中 １枚）

高齢運転者等標章の交付申請等受理時に行うもの。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第４５条の２、道路交通法施行令第１４条の５、道路交通法

（根拠法令等） 施行規則第６条の３の２第１項等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各警察署

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（自動車検査証）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 高齢運転者等標章申請書、高齢運転者等標章記載事項変更届、高齢運転者等

されている主な 標章再交付申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 交通指導課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年６月１日

個人情報取扱事務の名称 放置駐車の確認等に関する民間委託入札事務（１枚中１枚）

放置駐車の確認事務の委託に際し、秋田県公安委員会の登録を受け、駐

個人情報取扱事務の目的 車監視資格者を有する法人について、入札に係る事務を行うもの。

（根拠法令等） （道路交通法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通指導課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託を受けようとする法人の代表者、駐車監視員になろうとする者

個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 登録・登録更新身元調査報告書、駐車監視員資格者講習受講申込受理簿

されている主な 認定申請受理簿、駐車監視員資格者講習修了証明書、認定書再交付申請受理

行政文書の名称 簿、駐車監視員資格者証交付申請受理簿



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 交通指導課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 車両の使用者等に対する指示・使用制限に関する事務（１枚中１枚）

自動車の使用者等による違反行為の下命容認や反復して違反行為等が行

個人情報取扱事務の目的 われるおそれがある場合、将来における交通の危険及び交通の妨害を予防

（根拠法令等） するため公安委員会による自動車の使用制限を命ずるもの。

（道路交通法第７５条、第７５条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通指導課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 自動車の使用者等

個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（車両登録番号） ■（弁明）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指示書、自動車の使用制限書(写)、道路交通法令違反通知書(写)

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 交通指導課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 反則通告制度に関する事務（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 交通違反に係る反則金の納付についての手続を行うもの。

（根拠法令等） （道路交通法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 交通指導課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 反則者

個人情報の対象者 反則者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（交通違反の内容）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 交通反則通告書交付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２９年 ３月 １２日

個人情報取扱事務の名称 臨時適性検査に関する事務（ １枚中 １枚）

一定の病気に関する運転免許の拒否、保留事由又は取消、停止事由に該

個人情報取扱事務の目的 当する疑いがある者について臨時適性検査を行い、道路における危険防止

（根拠法令等） その他交通の安全に資する。 （道路交通法第９０条第８項、第１０２条

第１～５項、第１０３条第６項、同法第１０７条の４第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 臨時適性検査対象者

個人情報の対象者 臨時適性検査対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 臨時適性検査通知書、臨時適性検査実施結果報告書、診断書提出命令書、診

されている主な 断書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 運転免許証新規交付等に関する事務（ １枚中 １枚）

運転免許試験（新規 、免種別試験（併記 、免許証の有効期限切れ） ）

個人情報取扱事務の目的 （うっかり・やむを得ず失効）の申請者（合格者）に対し適切に運転免許

（根拠法令等） 証の交付手続を行うもの。

（道路交通法第９０条、同法第８５条、同法９７条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運転免許試験合格者

個人情報の対象者 運転免許試験合格者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 運転免許申請書（新規 、運転免許申請書（失効 、運転免許申請書（併記 、） ） ）

されている主な 証紙納付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 運転免許証の更新等に関する事務（ １枚中 １枚）

運転免許証の有効期間の更新申請者に対し、運転免許証の更新手続きを

個人情報取扱事務の目的 行うもの。

（根拠法令等） （道路交通法第１０１条第１項、同法第１０４条の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 運転免許保有者

個人情報の対象者 運転免許保有者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：運転免許関係事務補助の業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 運転免許証更新申請書、運転免許取消申請書（一部 、証紙納付書）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 運転免許証の再交付に関する事務（ １枚中 １枚）

運転免許証を亡失し、滅失し、汚損し、若しくは破損し、又は運転免許

個人情報取扱事務の目的 証の記載事項の変更届等の記録をき損した者からの再交付申請に対し、再

（根拠法令等） 交付手続きを行うもの。

（道路交通法第９４条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 運転免許証の再交付申請者

個人情報の対象者 運転免許証の再交付申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：運転免許関係事務補助の業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 運転免許証再交付申請書、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 国外運転免許証の交付に関する事務（ １枚中 １枚）

国外運転免許証の交付申請者に、国外運転免許証の交付手続きを行うも

個人情報取扱事務の目的 の。

（根拠法令等） （道路交通法第１０７条の７）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 国外運転免許証の交付申請者

個人情報の対象者 国外運転免許証の交付申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 国外運転免許証交付申請書、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

運転免許証の申請取消及び運転経歴証明書の交付に関する事務（１枚中１枚）個人情報取扱事務の名称

運転免許を受けた者から免許の取消しを申請された場合に手続きを行う

個人情報取扱事務の目的 もの。また、申請により取消しを受けた者からの運転経歴証明書の交付申

（根拠法令等） 請に対して交付手続きを行うもの （道路交通法第１０４条の４第１項前。

段、同法１０４条の４第５項及び第６項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 運転免許証取消申請者及び運転経歴証明書交付申請者

個人情報の対象者 運転免許証取消申請者及び運転経歴証明書交付申請者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 運転免許取消申請書（全部 、運転経歴証明書交付申請書、証紙納付書）

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ １枚中 １枚）個人情報取扱事務の名称 運転免許証記載事項変更に関する事務

運転免許証の記載事項に変更が生じた場合に変更事項の記載等の手続き

個人情報取扱事務の目的 を行うもの

（根拠法令等） （道路交通法第９４条第１項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 運転免許証記載事項変更届出者

個人情報の対象者 運転免許証記載事項変更届出者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：運転免許関係事務補助の業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 運転免許証記載事項変更届

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 運転免許の行政処分に関する事務 ２枚中 １枚

運転免許の行政処分に係る登録事務を行い、適正な行政処分の執行に資

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等） （道路交通法第９０条、第１０３条、第１０７条の５）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 道路交通法違反者、行政処分対象者

個人情報の対象者 道路交通法違反者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 取締り原票、交通事故行政処分原票

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 運転免許の行政処分に関する事務 ２枚中 ２枚

運転免許の行政処分に係る登録事務を行い、適正な行政処分の執行に資

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等） （道路交通法第９０条、第１０３条、第１０７条の５）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 道路交通法違反者、行政処分対象者

個人情報の対象者 行政処分対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公示、当事者名簿、意見の聴取調書、聴聞調書、行政処分者台帳、誓約書、

されている主な 代理人資格証明書、弁明調書、受領書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 更新時講習 （ １枚中 １枚）に関する事務

更新時講習の受講対象者について、講習区分毎に選別して住所地を管轄

個人情報取扱事務の目的 する警察署へ通報し当該講習を実施するため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２第１項第１１号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

更新時講習の受講対象者個人情報の対象者の区分

更新時講習の受講対象者個人情報の対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 選別通報用紙

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 行政処分を受けた者等の講習 （ ３枚中 １枚）に関する事務

運転免許の取消し又は停止の処分を受けた者、軽微違反行為により講習

個人情報取扱事務の目的 の基準に該当した者に対する講習を行うため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 取消処分者講習受講者、停止処分者講習受講者、違反者講習受講者

個人情報の対象者 取消処分者講習の受講対象者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 取消処分者講習申出書、取消処分者講習結果報告書、取消処分者講習予約受付

されている主な 簿、取消処分者講習受講者名簿、取消処分者講習終了証（副 、取消処分者講）

行政文書の名称 習終了証再交付申請書、証紙納付書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 行政処分を受けた者等の講習 （ ３枚中 ２枚）に関する事務

運転免許の取消し又は停止の処分を受けた者、軽微違反行為により講習

個人情報取扱事務の目的 の基準に該当した者に対する講習を行うため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 取消処分者講習受講者、停止処分者講習受講者、違反者講習受講者

個人情報の対象者 停止処分者講習受講者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 停止処分者講習申出書、考査答案、誓約書、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 行政処分を受けた者等の講習 （ ３枚中 ３枚）に関する事務

運転免許の取消し又は停止の処分を受けた者、軽微違反行為により講習

個人情報取扱事務の目的 の基準に該当した者に対する講習を行うため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 取消処分者講習受講者、停止処分者講習受講者、違反者講習受講者

個人情報の対象者 違反者講習受講者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 違反者講習受講対象者名簿、違反者講習申出書、違反者講習実施結果報告書、

されている主な 違反者講習移送通知書、証紙納付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 原付講習 （ １枚中 １枚）に関する事務

原付免許を受けようとする者に対する原動機付自転車の運転に関する講

個人情報取扱事務の目的 習のため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２第１項第８号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

講習の受講対象者個人情報の対象者の区分 原付

講習の受講対象者個人情報の対象者 原付

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：原動機付自転車講習業務委託）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 原付講習受講申出書、原付講習実施結果報告書、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 講習指導員の承認等 （ １枚中 １枚）に関する事務

停止処分者講習及び違反者講習業務等の指導に必要な能力を有する者を

個人情報取扱事務の目的 講習指導員として定めるため。

（根拠法令等） （道路交通法施行規則第３８条の３）

（運転免許に係る講習に関する規則第７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 停止処分者講習及び違反者講習の各指導員、指定講習機関の指導員

個人情報の対象者 停止処分者講習及び違反者講習の各指導員、指定講習機関の指導員

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第２号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 講習指導員選任届、講習指導員解任届

されている主な 講習指導員承認申請書、講習指導員承認書（写 、運転適性検査指導員資格者）

行政文書の名称 証（写）



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 運転免許試験に （１枚中１枚）関する事務

運転免許試験、仮運転免許試験の適正実施のため。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第８７条、同法第８９条、同法第９１条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 運転免許試験受験者、仮運転免許試験受験者

個人情報の対象者 運転免許試験受験者、仮運転免許試験受験者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（所持免許の内容）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：仮免許試験による業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 受験申請書、受験票、免許試験（仮免許）成績記録簿、技能試験成績表、証紙

されている主な 納付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指定自動車教習所等の設置・管理に関する事務 ４枚中 １枚

指定自動車教習所の申請、技能検定員等の審査及びこれらに付随して行

個人情報取扱事務の目的 われる講習等に係る事務を適切に行うため。

（根拠法令等） （道路交通法、道路交通法施行規則、技能検定員等審査に関する規則、指

定講習機関に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指定自動車教習所の設置者及び職員、技能検定員・教習指導員、応急救

護処置指導員、指定講習機関の指導員

個人情報の対象者 指定自動車教習所の設置者及び職員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 届出教習所申請書、指定自動車教習所指定申請書、指定内容の変更申請書、指

されている主な 定自動車教習所におけるシミュレーター教習、みきわめ教習、無線教習従事者

行政文書の名称 届



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指定自動車教習所等の設置・管理に関する事務 ４枚中 ２枚

指定自動車教習所の申請、技能検定員等の審査及びこれらに付随して行

個人情報取扱事務の目的 われる講習等に係る事務を適切に行うため。

（根拠法令等） （道路交通法、道路交通法施行規則、技能検定員等審査に関する規則、指

定講習機関に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指定自動車教習所の設置者及び職員、技能検定員・教習指導員、応急救

護処置指導員、指定講習機関の指導員

個人情報の対象者 技能検定員・教習指導員

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 技能検定員・教習指導員審査申請書、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指定自動車教習所等の設置・管理に関する事務 ４枚中 ３枚

指定自動車教習所の申請、技能検定員等の審査及びこれらに付随して行

個人情報取扱事務の目的 われる講習等に係る事務を適切に行うため。

（根拠法令等） （道路交通法、道路交通法施行規則、指定講習機関に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指定自動車教習所の設置者及び職員、技能検定員・教習指導員、応急救

護処置指導員、指定講習機関の指導員

個人情報の対象者 応急救護処置指導員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 応急救護処置講習修了書の写し、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指定自動車教習所等の設置・管理に関する事務 ４枚中 ４枚

指定自動車教習所の申請、技能検定員等の審査及びこれらに付随して行

個人情報取扱事務の目的 われる講習等に係る事務を適切に行うため。

（根拠法令等） （道路交通法、道路交通法施行規則、指定講習機関に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指定自動車教習所の設置者及び職員、技能検定員・教習指導員、応急救

護処置指導員、指定講習機関の指導員

個人情報の対象者 指定講習機関の指導員

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指定講習機関指定申請書、講習業務規定認可申請書、運転適性指導員審査合格

されている主な 書、実務実習結果通知書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２９年 ３月１２日

個人情報取扱事務の名称 取得時講習に関する事務（ １枚中 １枚）

大型、中型、準中型、普通、大型二輪、普通二輪、大型二種、普通二種

個人情報取扱事務の目的 免許の合格者に対し講習を行うため。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運転免許試験合格者

個人情報の対象者 運転免許試験合格者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

（ ）個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 所持免許の内容

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：取得時講習の業務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 取得時講習受講予定者、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 外国免許切替に関する事務 （１枚中１枚）

外国運転免許証を所持する者の申請に基づき、公安委員会の免許（第一

個人情報取扱事務の目的 種免許）へ切り替えるもの。

（根拠法令等） （道路交通法第１０７条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 外国免許を所持する受験者

個人情報の対象者 外国免許を所持する受験者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（所持免許の内容）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験申請書、受験票、技能試験成績表、外国免許切替綴、証紙納付書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年４月１日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 再試験に （１枚中１枚）関する事務

初心運転者期間中の者が違反行為をして所定の基準点数に達した場合に

個人情報取扱事務の目的 実施する再試験の適正実施のため。

（根拠法令等） （道路交通法第１００条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 再試験受験者

個人情報の対象者 再試験受験者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） ■ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（所持免許の内容）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受験申請書、受験票、免許試験成績記録簿、技能試験成績表、再試験通知書、

されている主な 証紙納付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 初心運転者講習に関する事務（ １枚中 １枚）

初心運転者講習の該当者に対する講習又は再試験の通知を行い、適切な

個人情報取扱事務の目的 講習を実施するもの。

（根拠法令等） （道路交通法第１０８条の２、同法第１０８条の３、同法第１０８条

の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 初心運転者講習受講対象者、初心運転者講習受講者

個人情報の対象者 初心運転者講習受講対象者、初心運転者講習受講者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 初心運転者講習受講者名簿、再試験に係る行政処分処理票、公示、当事者名

されている主な 簿、意見の聴取調書、証紙納付書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２９年 ３月１２日

個人情報取扱事務の名称 高齢者講習、認知機能検査に関する事務（ １枚中 １枚）

、 。高齢者講習 認知機能検査対象者に対する講習等を適性に実施するため

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第９７条の２第１項第３号イ、同項第５号、第１０１条の

（根拠法令等） ４第２項及び第１０１条の７第１項、第１０１条第３項、同法第１０８条

の２第１項第１２号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 高齢者講習受講者、認知機能検査受検者

個人情報の対象者 高齢者講習受講者、認知機能検査受検者

１基本的事項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：高齢者講習等の業務委託）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 高齢者講習通知名簿、認知機能検査受検結果報告書、

されている主な 高齢者講習受講結果報告書、特定任意高齢者講習（シニア）受講結果報告書、

行政文書の名称 チャレンジ講習受講結果報告書、証紙納付書



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２６年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 質問票の交付等に関する事務（ １枚中 １枚）

運転免許試験（新規・併記・失効 、免許更新を受けようとする者に対）

個人情報取扱事務の目的 する質問票の交付と受理。

（根拠法令等） （道路交通法第８９条第２項、同法第１０１条第４項、第１０１条の２

第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 免許申請（新規・併記・失効・更新）者

個人情報の対象者 免許申請（新規・併記・失効・更新）者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：仮免許試験業務委託）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 質問票

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２６年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 報告書の交付と徴収に関する事務（ １枚中 １枚）

運転免許を受けた者に対する報告書の交付と徴収。

個人情報取扱事務の目的 （道路交通法第１０１条の５、同法第１０７条の３の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運転免許を受けた者

個人情報の対象者 運転免許を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 報告書

されている主な

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 □署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成２６年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 医師の届出及び確認要求に関する事務（ １枚中 １枚）

一定の病気等に該当する者を診察した医師による診察結果の届出及び確

個人情報取扱事務の目的 認要求に関する受理と回答。

（根拠法令等） （道路交通法第１０１条の６第１項、同法第１０１条の６第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運転免許を受けた者

個人情報の対象者 運転免許を受けた者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 届出書、届出受理書、届出移送通知書、確認要求書、確認要求受理報告書、回

されている主な 答書、臨適対象者通報書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）
（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た
事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 運転免許センター

組 織 の 名 称
登録年月日 平成３１年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成３０年１１月 １日

自治体と連携した運転免許証自主返納者等の情報共有に関する事務（１枚中１枚）個人情報取扱事務の名称
運転免許を受けた者から免許の取消しを申請された場合に手続きを行うもの。また、運転

免許証返納後に、生活支援が必要な高齢者が早期に支援を受けられるよう、自主返納者又は個人情報取扱事務の目的
自主返納検討者等からの要望を受け、必要な情報を市町村（地域包括支援センター）と共有（根拠法令等）

、 、 。して 運転免許証を自主返納しやすい環境整備を推進し 高齢者の交通事故防止を図るもの

（道路交通法第104条の４第１項前段 「自治体と連携した運転免許証自主返納者等の情報共、

有について（通達）平成30年10月30日付け 秋本運第890号 生企第842号 「自治体と」、

連携した運転免許証自主返納者等の情報共有について（通知）平成30年10月30日付け 秋

本運第891号 ）」

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 運転免許センター
所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署
個人情報の対象者の区分 市町村（地域包括支援センター）に連絡要望を希望した者

個人情報の対象者 運転免許証取消申請者及び運転経歴証明書交付申請者
１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）
人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
情 ３社会的差別の 条例第７条第２項
報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ
目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。
５心身の状況(２ □ （ ）
又は３に該当す
るものを除く。)
６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）
７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）
８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）
９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書 □ 電磁的記録（媒体･システム名：電子計算機処理 ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の 委 託 ■ 無
個人情報が記録 連絡要望書、連絡要望書受理引継簿
されている主な
行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 警備第二課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 示威運動(示威行進)の申請に関する事務 （ ２枚中 １枚）

道路交通等保全に関する条例に基づく示威運動(示威行進)の許可の申請

個人情報取扱事務の目的 を受けた場合の手続きを行うもの。

（根拠法令等） (道路交通等保全に関する条例、道路交通等保全に関する条例の施行に

関する規則、道路交通等保全に関する条例の取扱いに関する訓令等)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警備第二課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、主宰者

個人情報の対象者 申請者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 示威運動(示威行進)許可申請書

行政文書の名称



様式第１号 個人情報取扱事務登録簿（第２条関係）

（Ａ４判）

個人情報取扱事務登録簿

登 録 簿 を 作 成 し た

事務区分 □全所属共通 ■署共通 ■固有 警備第二課

組 織 の 名 称

登録年月日 平成 18年 ４月 １日 開 始 ( 変 更 ) 年 月 日 平成 18年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 示威運動(示威行進)の申請に関する事務 （ ２枚中 ２枚）

道路交通等保全に関する条例に基づく示威運動(示威行進)の許可の申請

個人情報取扱事務の目的 を受けた場合の手続きを行うもの。

（根拠法令等） (道路交通等保全に関する条例、道路交通等保全に関する条例の施行に

関する規則、道路交通等保全に関する条例の取扱いに関する訓令等)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 警備第二課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各警察署

個人情報の対象者の区分 申請者、主宰者

個人情報の対象者 主宰者

１基本的事項 ■ 氏名 □ 識別番号（□ 個人識別符号（□ ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ ） □ 本籍・国籍）

個 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

人 ２思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

情 ３社会的差別の 条例第７条第２項

報 原因となるおそ □ 人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 法令等（ ）第１号

の れのある個人情 □ 犯罪の予防等第２号

記 報 □ 審査会意見第３号

録 ４要配慮個人情 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

項 報 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと □ 刑事事件の手続が行わ

目 れたこと（犯罪歴を除く ） □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

５心身の状況(２ □ （ ）

又は３に該当す

るものを除く。)

６家庭状況等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

７社会生活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

８財産の状況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

９その他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 示威運動(示威行進)許可申請書

行政文書の名称


